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２．防災に関する組織－総合的防災行政の整備・推進

○国：中央防災会議、非常（緊急）災害対策本部

○都道府県・市町村：地方防災会議、災害対策本部

２．防災に関する組織－総合的防災行政の整備・推進

○国：中央防災会議、非常（緊急）災害対策本部

○都道府県・市町村：地方防災会議、災害対策本部

３．防災計画－計画的防災行政の整備・推進

○中央防災会議：防災基本計画

○指定行政機関・指定公共機関：防災業務計画

○都道府県・市町村：地域防災計画

３．防災計画－計画的防災行政の整備・推進

○中央防災会議：防災基本計画

○指定行政機関・指定公共機関：防災業務計画

○都道府県・市町村：地域防災計画

５．財政金融措置

○実施責任者負担

○激甚な災害については、地方公共団体に対する国の特別の財政援助等

→激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律

５．財政金融措置

○実施責任者負担

○激甚な災害については、地方公共団体に対する国の特別の財政援助等

→激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律

６．災害緊急事態

○災害緊急事態の布告 ⇒緊急災害対策本部の設置

○緊急措置（生活必需物資の配給等の制限、金銭債務の支払猶予、海外からの支援受入れに係る緊急政令の制定）

６．災害緊急事態

○災害緊急事態の布告 ⇒緊急災害対策本部の設置

○緊急措置（生活必需物資の配給等の制限、金銭債務の支払猶予、海外からの支援受入れに係る緊急政令の制定）

国民の生命、身体及び財産を災害から保護し、もって、社会の秩序の維持と公共の福祉の確保に資することを目的とする

４．災害対策の推進

○災害予防、災害応急対策、災害復旧という段階ごとに、各実施責任主体の果たすべき役割や権限を規定

４．災害対策の推進

○災害予防、災害応急対策、災害復旧という段階ごとに、各実施責任主体の果たすべき役割や権限を規定

１．防災に関する責務の明確化

○国、都道府県、市町村、指定公共機関等の責務 －防災に関する計画の作成・実施、相互協力等

○住民等の責務 －自らの災害への備え、自発的な防災活動への参加等

１．防災に関する責務の明確化

○国、都道府県、市町村、指定公共機関等の責務 －防災に関する計画の作成・実施、相互協力等

○住民等の責務 －自らの災害への備え、自発的な防災活動への参加等

災害対策基本法の概要
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＜総則＞
○国、地方公共団体等の責務
○国民の協力
○配慮事項
○国、都道府県及び市町村が行う国民の

保護のための措置
○国民の保護のための措置の実施体制
○国民の保護に関する「基本指針」「計画」
「業務計画」
・国の基本指針
・国及び地方公共団体の計画
・指定公共機関及び指定地方公共機関の業務計画

○都道府県及び市町村の国民保護協議会
○訓練

＜救援に関する措置＞

・対策本部長による救援の指示
・都道府県知事による避難住民等の救援の実施

（収容施設の供与、食品の給与、生活必需品の貸与、医療、埋火葬等）

・収容施設等の確保、物資の収用等
・医療の確保

・安否情報の収集等

＜武力攻撃災害への対処に関する措置＞
・武力攻撃災害への対処
・生活関連等施設の安全確保
・原子力災害への対処、原子炉等による被害の防止
・危険物質等による危険の防止、放射性物質等による汚染への対処
・市町村長等の応急措置等（物件の除去等、退避の指示、警戒区域の設定等）

・消防（広域支援等）

・保健衛生の確保（感染症法の特例、墓地、埋葬等に関する法律の特例等）

・被災情報の収集等

＜その他＞

・復旧、備蓄その他の措置
・財政上の措置等（損失補償、損害補償、費用負担等）

・緊急対処事態に対処するための措置（責務、国民の協力、基本的人権の尊重等）

・雑則、罰則、事態対処法の一部改正、附則

＜避難に関する措置＞
・対策本部長による警報の発令

・対策本部長による避難措置の指示
・都道府県知事による住民に対する避難の指示
・都道府県の区域を越える住民の避難

・市町村等による避難住民の誘導

＜国民生活の安定に関する措置＞
・国民生活の安定（生活関連物資等の価格安定等、金銭債務の支払猶予等）

・生活基盤の確保（電気・ガス・水の安定的な供給、運送・通信・郵便等の確保等）

・施設及び設備の応急の復旧

＜国民保護法の基本理念＞
○ 国等の責務
国

・ 国民保護措置について基本的な方針を策定し、万全の
態勢で措置を実施

・ 国民保護措置に関し、国費による適切な措置を実施
地方公共団体

・ 国の方針に基づき、それぞれの区域における国民保護
措置を総合的に推進

・ 地方公共団体の措置に係る経費は、原則国庫負担
指定公共機関・指定地方公共機関
・ それぞれの業務について国民保護措置を実施
国民
・ 要請されたときは必要な協力をするよう努める
○ 配慮事項

・ 基本的人権の尊重、損失補償、不服申し立て・訴訟の
迅速な処理

・ 日本赤十字社の自主性の尊重、放送事業者の言論の
自由の特別の配慮

・ 国民に対し、正確な情報を適時適切に提供
・ 高齢者・障害者等への配慮、国際人道法の的確な実施

（国民保護措置＝法定受託事務）

国民保護法の概要
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社会機能維持事業者

指定公共機関

行動計画上の「社会機能の維持に関わる事業者」

社会機能の維持に関わる事業者
医療関係者、公共サービス提供者、医薬品・食料品等の製造・販売事業者、運送事業者、報道機関等は、発生時におい

ても最低限の国民生活を維持する観点から、それぞれの社会的使命を果たすことができるよう、発生前から事業継続計画
の策定や従業員への感染予防策の実施などの準備を積極的に行うことが重要である(P12)

医療従事者や社会機能の維持に関わる者に対しては、事業の継続が社会的に求められているため、ワクチンの先行接種等の
支援を行う。(P24)

【新型インフルエンザ対策行動計画の記載】

公共的事業を営む法人については、災害対策基本法、国民保護法等において指定（地方）公共機関として
指定されている。

指定（地方）公共機関は、業務計画の作成が義務付けられている一方、行政機関の長等に対し応援要請
等ができることとされている。

指定公共機関

指定公共機関編１
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業種 事業所名 
医療 財団法人献血供給事業団 

社団法人東京都医師会 
社団法人東京都歯科医師会 
社団法人東京都獣医師会 
財団法人東京都保健医療公社 
社団法人東京都薬剤師会 

ガス 昭島ガス株式会社 
青梅ガス株式会社 
大東ガス株式会社 
社団法人東京都エルピーガス協会 
武陽ガス株式会社 

鉄道 首都圏新都市鉄道株式会社 
多摩都市モノレール株式会社 
東京モノレール株式会社 
東京臨海高速鉄道株式会社 
北総鉄道株式会社 
株式会社ゆりかもめ 
東武鉄道 
東急鉄道 
京成電鉄 
京王電鉄 
京浜急行 
西武鉄道 
小田急鉄道 
東京地下鉄 

道 路
管理 

東京都道路公社 

道 路
旅
客・貨
物 運
送 

社団法人東京バス協会 
社団法人東京乗用旅客自動車協会 
社団法人東京都個人タクシー協会 
東京都庁輸送事業協同組合 
社団法人東京都トラック協会 

航空 新中央航空株式会社 
東邦航空株式会社 

水運 小笠原海運株式会社 
伊豆諸島開発株式会社 
神新汽船株式会社 
東海汽船株式会社 
伊豆七島海運株式会社 
株式会社共勝丸 
新島物産株式会社 

報道 エフエムインターウェーブ株式会社 
株式会社エフエム東京 
株式会社Ｊ－ＷＡＶＥ 
東京メトロポリタンテレビジョン株式会社 
東京放送 
文化放送 
ニッポン放送 
ラジオ日本 
日経ラジオ社 
日本テレビ 
テレビ東京 
フジテレビジョン 
テレビ朝日 
ＴＢＳラジオ＆コミュニケーションズ 

業種 事業者名 
医療 日本赤十字社 
電気 沖縄電力株式会社 

関西電力株式会社 
九州電力株式会社 
四国電力株式会社 
中国電力株式会社 
中部電力株式会社 
東京電力株式会社 
東北電力株式会社 
北陸電力株式会社 
北海道電力株式会社 
電源開発株式会社 
日本原子力発電株式会社 

ガス 大阪瓦斯株式会社 
西部瓦斯株式会社 
東京瓦斯株式会社 
東邦瓦斯株式会社 

鉄道 北海道旅客鉄道株式会社 
東日本旅客鉄道株式会社 
東海旅客鉄道株式会社 
西日本旅客鉄道株式会社 
四国旅客鉄道株式会社 
九州旅客鉄道株式会社 
日本貨物鉄道株式会社 
東京地下鉄株式会社 
東海旅客鉄道株式会社 
西日本旅客鉄道株式会社 
東日本旅客鉄道株式会社 
小田急電鉄株式会社 
近畿日本鉄道株式会社 
京王電鉄株式会社 
京成電鉄株式会社 
京阪電気鉄道株式会社 
京浜急行電鉄株式会社 
相模鉄道株式会社 
西武鉄道株式会社 
東京急行電鉄株式会社 
東武鉄道株式会社 
名古屋鉄道株式会社 
南海電気鉄道株式会社 
西日本鉄道株式会社 
阪急電鉄株式会社 
阪神電気鉄道株式会社 

 

業種 事業者名 
道 路
管理 

東日本高速道路株式会社  
首都高速道路株式会社  
中日本高速道路株式会社  
西日本高速道路株式会社  
阪神高速道路株式会社  
本州四国連絡高速道路株式会社 

道 路
旅
客・貨
物 運
送 

ジェイアール九州バス株式会社 
ジェイアール四国バス株式会社 
ジェイアール東海バス株式会社 
ジェイアールバス関東株式会社 
ジェイアールバス東北株式会社 
ジェイ・アール北海道バス株式会社
中国ジェイアールバス株式会社 
西日本ジェイアールバス株式会社 
小田急バス株式会社 
神奈川中央交通株式会社 
近鉄バス株式会社 
京王電鉄バス株式会社 
京成バス株式会社 
京阪バス株式会社 
京浜急行バス株式会社 
国際興業株式会社 
西武バス株式会社 
東急バス株式会社 
東都観光バス株式会社 
東武バスセントラル株式会社 
南海バス株式会社 
日本交通株式会社 
阪急バス株式会社 
阪神バス株式会社 
三重交通株式会社 
名阪近鉄バス株式会社 
佐川急便株式会社 
西濃運輸株式会社 
日本通運株式会社 
福山通運株式会社 
ヤマト運輸株式会社 

空 港
管理 

関西国際空港株式会社  
中部国際空港株式会社 
成田国際空港株式会社 

航空 エアーニッポン株式会社 
ＡＮＡウイングス株式会社 
株式会社スターフライヤー 
株式会社ジャルエクスプレス 
日本航空株式会社 
スカイネットアジア航空株式会社 
スカイマーク株式会社 
全日本空輸株式会社 
日本トランスオーシャン航空株式会
社 
北海道国際航空株式会社 

 

業種 事業者名 
水運 オーシャントランス株式会社 

株式会社フェリーさんふらわあ 
株式会社名門大洋フェリー 
商船三井フェリー株式会社 
新日本海フェリー株式会社 
太平洋フェリー株式会社 
阪九フェリー株式会社 
マルエーフェリー株式会社 
宮崎カーフェリー株式会社 
井本商運株式会社 
川崎近海汽船株式会社 
近海郵船物流株式会社 
栗林商船株式会社 
琉球海運株式会社 

金融 日本銀行 
報道 日本放送協会 
 朝日放送株式会社 

株式会社ＴＢＳテレビ   
株式会社テレビ朝日 
株式会社テレビ東京 
株式会社フジテレビジョン株式会社
毎日放送 
関西テレビ放送株式会社 
中京テレビ放送株式会社 
中部日本放送株式会社 
東海テレビ放送株式会社 
名古屋テレビ放送株式会社 
日本テレビ放送網株式会社 
讀賣テレビ放送株式会社 
大阪放送株式会社 
株式会社ティ・ビー・エス・ラジオ・
アンド・コミュニケーションズ 
株式会社日経ラジオ社 
株式会社ニッポン放送 
株式会社文化放送 
東海ラジオ放送株式会社 

通信 日本電信電話株式会社 
東日本電信電話株式会社 
西日本電信電話株式会社 
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーシ
ョンズ株式会社 
ＫＤＤＩ株式会社 
ソフトバンクテレコム株式会社 
株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ
ソフトバンクモバイル株式会社 
株式会社ディーディーアイ 

郵便 郵便事業株式会社 
郵便局株式会社 

赤字：災害対策基本法のみの指定公共機関 青字：国民保護法のみの指定公共機関 黒字：両法共通

※この他、独立行政法人が指定されている。

指定公共機関 指定地方公共機関（東京都）

指定公共機関編２
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 災害対策基本法の主要条文 国民保護法の主要条文 

責務 防災への寄与【6条】 

 

業務実施義務（国からの支援あり）【3条】 

行政機関、地方公共団体との相互の応援要請【21条】 

措置に関する国民への情報提供【8条】 

業務計画 作成義務 

内閣総理大臣に報告（所管大臣経由） 

関係都道府県知事に通知・公表 

毎年検討。必要な場合は修正しなければならない【39 条】

都道府県、市町村の防災計画作成への協力義務【6条】 

作成義務 

内閣総理大臣に報告（所管大臣経由） 

関係都道府県知事・市町村長に通知・公表 

行政機関等に情報提供等の協力を求めることができる。【36条】 

政府から基本指針作成の際の協力要請【32、33 条】 

訓練・備蓄 組織整備、訓練、備蓄実施義務【46～49 条】 組織整備、訓練、備蓄義務【41、42、145 条】 

緊 急 時 の

対応 

応急措置実施責任（応援要請可）【50、80 条】 

都道府県知事による応急措置実施要請【70条】 

行政機関の長による応急措置実施要請・指示【77条】 

防災会議からの協力要請【13条、21 条】 

非常災害対策本部長による指示【28 条】 

被害状況等の総理への報告【53 条】 

放送事業者：警報、避難指示、緊急通報の放送【50、57、101 条】 

運送事業者：都道府県知事、市町村長からの避難住民運送の要請、

内閣総理大臣からの是正措置【71、72、73 条】 

行政機関の長等からの緊急物資運送要請【79 条】 

医療機関、電気・ガス・水道・運送・通信・郵便事業者 

：必要な措置を講じる義務等【78、134、135、136 条】 

河川・道路・港湾・空港管理事業者：適切な管理義務【137 条】 

都道府県・市町村対策本部長による職員派遣要請【29条】 

被災情報収集努力義務、報告義務【126、127 条】 

研究機関：政府・地方公共団体への指導・助言等【138 条】 

緊急対処保護措置実施責務（国からの支援あり）【172、179 条】 

 

災害対策基本法、国民保護法等においては、国が指定公共機関を、都道府県知事が指定地方公共機関を指定し、
業務計画の作成義務等を課す一方、行政機関の長等に対し応援要請等ができることとしている。

指定公共機関編３
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都道府県知事等は、災害への応急措置として、

土地、建物等を一時使用し、物件を使用・収容

災
害
対
処
の
た
め
の
応
急
措
置

土
地
所
有
者
、

施
設
管
理
者
等

都道府県知事等は、運送事業者に対し、緊急物資等の運送を要請し、

正当な理由なく拒否したときは運送を指示

都道府県知事等は、食品、医薬品等の物資について保管を命令し、

売渡しを要請し、正当な理由なく拒否したときは収用

都道府県知事等は、医療関係者に対し、医療への従事を要請し、

正当な理由なく拒否したときは医療への従事を指示等

事

業

者

措置編１

災害対策基本法等における国民の権利及び義務に関する措置の基本的な枠組み
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論点整理項目 災害対策基本法 災害救助法（救）の主要条文 国民保護法の主要条文 その他の主要条文 
３（１）重要
な物資の安
定供給 
物価の安定
確保 

・行政機関の長等による救助に必要な物資の生産・
集荷・販売・配給・保管・輸送を業とする者に対す
る物資保管命令、収用【78 条】【救 23 条の 2条、26
条】 

・内閣による生活必需物資の配給、譲渡、引渡し制
限・禁止。内閣による必要な物の価格・役務・その
他の給付の対価の最高額決定【109 条】 

・都道府県知事による特定物資（医薬品、食品等）の売
渡要請・収用・保管命令【81 条】 

・行政機関の長等による生活３法等に基づく措置（売渡
指示・命令、標準価格決定、課徴金徴収等）の適切な実
施【129 条】 

・日本銀行による銀行券発行、通貨・金融調整、信用秩
序の維持に資する措置【133 条】 

 

３（１） 
重要なサー
ビス継続確
保 

・都道府県知事による医療・土木建設工事・輸送関
係者への従事命令等【71 条】【救 24 条】 

・通信設備の優先使用権【79 条】【救 28 条】 

放送事業者：警報、避難指示、緊急通報の放送【50、57、
101 条】 

運送事業者：都道府県知事、市町村長からの避難住民運
送の要請、内閣総理大臣からの是正措置【71、72、73
条】 
行政機関の長等からの緊急物資運送要請【79 条】 

医療機関、電気・ガス・水道・運送・通信・郵便事業者：
必要な措置を講じる義務【134、135、136 条】 

河川・道路・港湾・空港管理事業者：適切な管理義務【137
条】 

 

３（１） 
埋火葬等生
活衛生環境
確保 

行政機関等の清掃・防疫その他の保健衛生等に関す
る災害応急対策の実施責任【50 条】 
 

・埋火葬の特例（近隣市町村における埋火葬実施、市町
村長の許可なしの埋火葬実施を認める）【122 条】 

 

３（２） 
金融支援 

政府関係金融機関等による特別な金融実施の努力義
務【104 条】 

政府関係金融機関による特別な金融実施の努力義務【132
条】 

 

３（３） 
債務履行期
限の延長 

内閣による金銭債務の支払の延長、権利保存期間延
長【109 条】 

内閣による金銭債務の支払猶予等【130 条】  

３（３） 
行政上の申
請期限延長 

  行政上の権利利益満
了日延長、期限内不
履行義務の免責【特
定非常災害の被害者
の権利利益の保全等
を図るための特別措
置法】 

 

措置編２
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論点整理項目 災害対策基本法 災害救助法（救）
の主要条文 

国民保護法の主要条文 その他の主要条文 

４（１） 
停留施設の確保 

都道府県知事による施設等の使用【71 条】
【救 26 条】 

都道府県知事による土地等の使用【82 条】  

４（１） 
発生国からの入国
抑制 

  ・新型インフルエンザ等感染症の所見がある外国人の上
陸拒否【出入国管理及び難民認定法 5条】 

・航空機への国土交通大臣の離着陸の方法等の指示【航
空法 96 条】 

・国土交通大臣による外国籍航空機への指定空港着陸要
求【航空法 126 条】 

４（２） 
催物、興行等不特
定多数者が集まる
行事・営業の抑制

  ・都道府県知事による家畜集合施設の開催等の制限【家
畜伝染病予防法 33 条】 

・都道府県知事による公衆衛生基準による興行場の営業
停止命令【興行場法 6条】 

・都道府県知事による食品が人の健康をそこなうおそれ
がある場合の営業停止命令【食品衛生法第 55 条】 

４（２） 
学校、保育所、通
所福祉施設等の休
業 

  ・校長による感染症生徒等の出席停止【学校保健安全法
19 条】 

・学校設置者の感染症予防のための臨時休業【学校保健
安全法 20 条】 

４（２） 
地域封じ込めのた
めの集中的対策 

・避難の指示【60 条】 
・都道府県公安委員会による特定区域の緊

急通行車両以外の通行禁止【76 条等】 

・避難の指示【54 条】 
・都道府県公安委員会による特定区域の緊急通行

車両以外の通行禁止【155 条】 

都道府県知事による交通の制限又は遮断（72 時間以内）
【感染症予防法 33 条】 

４（４） 
医師、看護師、薬
剤師の協力確保 

（再掲）都道府県知事による医療・土木建
設工事・輸送関係者への従事命令等【71 条】
【救 24 条】 

・都道府県知事による医療関係者に対する医療実
施要請・指示【85 条】 

・（再掲）指定（地方）公共機関である医療機関
の医療確保義務【136 条】 

 

４（４） 
被災補償 

・国、地方公共団体の土地・建物・物資等
の収用に対する損失補償。都道府県の従
事命令に伴う実費弁償【82 条】 

・地方公共団体による応急措置に従事した
者に対する損害補償【84 条】 

・都道府県知事の従事命令に伴う実費弁償
【救 24 条】 

・救助に従事した者に対する扶助金支給
【救 29 条】 

・国、地方公共団体による物資の売渡要請・保管
命令、土地の使用等に対する損失補償。都道府
県の従事命令に伴う実費弁償【159 条】 

・国、地方公共団体による要請に協力した者に対
する損害補償。都道府県による要請・指示に従
った医療関係者に対する損害補償【160 条】 

 

４（４） 
医療を行うための
臨時施設の確保 

・都道府県知事による病院等施設の管理 
【71 条】【救 26 条】  

・臨時医療施設・宿泊施設に関する建築基準等の
適用除外【89 条】 

・臨時の医療施設に関する病院等開設許可等の適
用除外【90 条】 

 

４（４） 
医薬品等の備蓄 

行政機関、地方公共団体の長、指定（地方）
公共機関による必要な物資・資材の備蓄義
務【49 条】 

行政機関、地方公共団体の長による必要な物資・
資材の備蓄義務【142 条、145 条】 

 

４（４） 
医薬品承認等の医
療関係法の特例
（外国の支援受入
れを含む。） 

 
 
・海外からの支援の受入れ【109 条の 2】

・外国医療関係者による医療提供の許可【91 条】
・外国医薬品等の輸入の承認【92 条】 
・海外からの支援の受入れ【93 条】 
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指定公共機関編３

責務

○ 災害対策基本法

【防災への寄与】

（指定公共機関及び指定地方公共機関の責務）

第六条 指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務に係る防災に関する計画を作成し、及

び法令に基づきこれを実施するとともに、この法律の規定による国、都道府県及び市町村の防

災計画の作成及び実施が円滑に行なわれるように、その業務について、当該都道府県又は市町

村に対し、協力する責務を有する。

２ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性又は公益性にかんがみ、それぞれ

その業務を通じて防災に寄与しなければならない。

○ 国民保護法

【業務実施義務（国からの支援あり）】

（国、地方公共団体等の責務）

第三条 １，２（略）

３ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、武力攻撃事態等においては、この法律で定めるとこ

ろにより、その業務について、国民の保護のための措置を実施する責務を有する。

４ 国、地方公共団体並びに指定公共機関及び指定地方公共機関は、国民の保護のための措置を

実施するに当たっては、相互に連携協力し、その的確かつ迅速な実施に万全を期さなければな

らない。

【行政機関、地方公共団体との相互の応援要請】

（指定公共機関及び指定地方公共機関の実施する国民の保護のための措置）

第二十一条 指定公共機関及び指定地方公共機関は、対処基本方針が定められたときは、この法

律その他法令の規定に基づき、第三十六条第一項の規定による指定公共機関の国民の保護に関

する業務計画又は同条第二項の規定による指定地方公共機関の国民の保護に関する業務計画で

定めるところにより、その業務に係る国民の保護のための措置を実施しなければならない。

２ 指定公共機関又は指定地方公共機関は、その業務に係る国民の保護のための措置を実施する

ため特に必要があると認めるときは、指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は地

方公共団体の長に対し、労務、施設、設備又は物資の確保について応援を求めることができる。

この場合において、応援を求められた指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長並びに地方

公共団体の長は、正当な理由がない限り、応援を拒んではならない。

３ 指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は地方公共団体の長等は、当該指定行政

機関若しくは指定地方行政機関の所掌事務又は当該地方公共団体の区域に係る国民の保護のた

めの措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、指定公共機関又は指定地

方公共機関に対し、その業務に係る国民の保護のための措置の実施に関し必要な要請をするこ

とができる。

【措置に関する国民への情報提供】

（国民に対する情報の提供）

第八条 （略）

２ 国、地方公共団体並びに指定公共機関及び指定地方公共機関は、国民の保護のための措置に

関する情報については、新聞、放送、インターネットその他の適切な方法により、迅速に国民

に提供するよう努めなければならない。
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業務計画

○ 災害対策基本法

【作成義務】【内閣総理大臣に報告（所管大臣経由）【関係都道府県知事に通知・公表】

【毎年検討。必要な場合は修正しなければならない】

（指定公共機関の防災業務計画）

第三十九条 指定公共機関は、防災基本計画に基づき、その業務に関し、防災業務計画を作成し、

及び毎年防災業務計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければなら

ない。

２ 指定公共機関は、前項の規定により防災業務計画を作成し、又は修正したときは、速やかに

当該指定公共機関を所管する大臣を経由して内閣総理大臣に報告し、及び関係都道府県知事に

通知するとともに、その要旨を公表しなければならない。

３ 第二十一条の規定は、指定公共機関が第一項の規定により防災業務計画を作成し、又は修正

する場合について準用する。

【都道府県、市町村の防災計画作成への協力義務】

（指定公共機関及び指定地方公共機関の責務）

第六条 指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務に係る防災に関する計画を作成し、及

び法令に基づきこれを実施するとともに、この法律の規定による国、都道府県及び市町村の防

災計画の作成及び実施が円滑に行なわれるように、その業務について、当該都道府県又は市町

村に対し、協力する責務を有する。

２ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性又は公益性にかんがみ、それぞれ

その業務を通じて防災に寄与しなければならない。

○ 国民保護法

【作成義務】【内閣総理大臣に報告（所管大臣経由）】【関係都道府県知事・市町村長に通知・公表】

【行政機関等に情報提供等の協力を求めることができる。】

（指定公共機関及び指定地方公共機関の国民の保護に関する業務計画）

第三十六条 指定公共機関は、基本指針に基づき、その業務に関し、国民の保護に関する業務計

画を作成しなければならない。

２ 指定地方公共機関は、都道府県の国民の保護に関する計画に基づき、その業務に関し、国民

の保護に関する業務計画を作成しなければならない。

３ 前二項の国民の保護に関する業務計画に定める事項は、次のとおりとする。

一 当該指定公共機関又は指定地方公共機関が実施する国民の保護のための措置の内容及び実

施方法に関する事項

二 国民の保護のための措置を実施するための体制に関する事項

三 国民の保護のための措置の実施に関する関係機関との連携に関する事項

四 前三号に掲げるもののほか、国民の保護のための措置の実施に関し必要な事項

４ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、それぞれその国民の保護に関する業務計画を作成し

たときは、速やかに、指定公共機関にあっては当該指定公共機関を所管する指定行政機関の長

を経由して内閣総理大臣に、指定地方公共機関にあっては当該指定地方公共機関を指定した都

道府県知事に報告しなければならない。この場合において、内閣総理大臣又は都道府県知事は、

当該指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、必要な助言をすることができる。

５ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、それぞれその国民の保護に関する業務計画を作成し

たときは、速やかに、これを関係都道府県知事及び関係市町村長に通知するとともに、公表し

なければならない。

６ 第三十三条第六項の規定は、指定公共機関及び指定地方公共機関がそれぞれその国民の保護

に関する業務計画を作成する場合について準用する。

７ 前三項の規定は、第一項及び第二項の国民の保護に関する業務計画の変更について準用する。

ただし、第四項の規定は、政令で定める軽微な変更については、準用しない。
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【政府から基本指針作成の際の協力要請】

（基本指針）

第三十二条 政府は、武力攻撃事態等に備えて、国民の保護のための措置の実施に関し、あらか

じめ、国民の保護に関する基本指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。

２ 基本指針に定める事項は、次のとおりとする。

一 国民の保護のための措置の実施に関する基本的な方針

二 次条第一項の規定による指定行政機関の国民の保護に関する計画、第三十四条第一項の規

定による都道府県の国民の保護に関する計画及び第三十六条第一項の規定による指定公共機

関の国民の保護に関する業務計画の作成並びに国民の保護のための措置の実施に当たって考

慮すべき武力攻撃事態の想定に関する事項

三 国民の保護のための措置に関し国が実施する第十条第一項各号に掲げる措置に関する事項

四 都道府県対策本部又は市町村対策本部を設置すべき地方公共団体の指定の方針に関する事

項

五 第二号に掲げる国民の保護に関する計画及び国民の保護に関する業務計画を作成する際の

基準となるべき事項

六 国民の保護のための措置の実施に当たっての地方公共団体相互の広域的な連携協力その他

の関係機関相互の連携協力の確保に関する事項

七 前各号に掲げるもののほか、国民の保護のための措置の実施に関し必要な事項

３ 内閣総理大臣は、基本指針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。

４ 内閣総理大臣は、前項の閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本指針を国会に報告する

とともに、その旨を公示しなければならない。

５ 政府は、基本指針を定めるため必要があると認めるときは、地方公共団体の長等、指定公共

機関その他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の陳述その他必要な協力を求めること

ができる。

６ 前三項の規定は、基本指針の変更について準用する。

（指定行政機関の国民の保護に関する計画）

第三十三条 指定行政機関の長は、基本指針に基づき、第十条第一項各号に掲げる措置のうちそ

の所掌事務に関し、国民の保護に関する計画を作成しなければならない。

２ 前項の国民の保護に関する計画に定める事項は、次のとおりとする。

一 当該指定行政機関が実施する国民の保護のための措置の内容及び実施方法に関する事項

二 国民の保護のための措置を実施するための体制に関する事項

三 国民の保護のための措置の実施に関する関係機関との連携に関する事項

四 前三号に掲げるもののほか、国民の保護のための措置の実施に関し必要な事項

３ 指定行政機関の長は、その国民の保護に関する計画の作成に当たっては、それぞれの指定行

政機関の国民の保護に関する計画が一体的かつ有機的に作成されるよう、関係指定行政機関の

長の意見を聴かなければならない。

４ 指定行政機関の長は、その国民の保護に関する計画を作成するときは、あらかじめ、内閣総

理大臣に協議しなければならない。

５ 指定行政機関の長は、その国民の保護に関する計画を作成したときは、速やかに、これを都

道府県知事及び所管する指定公共機関に通知するとともに、公表しなければならない。

６ 指定行政機関の長は、その国民の保護に関する計画を作成するため必要があると認めるとき

は、関係指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長等並びに指定公共機

関及び指定地方公共機関並びにその他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の陳述その

他必要な協力を求めることができる。

７ 第三項から前項までの規定は、第一項の国民の保護に関する計画の変更について準用する。

ただし、第三項及び第四項の規定は、政令で定める軽微な変更については、準用しない。



- 4 -

訓練・備蓄

○ 災害対策基本法

【組織整備、訓練、備蓄実施義務】

（災害予防及びその実施責任）

第四十六条 災害予防は、次の各号に掲げる事項について、災害の発生を未然に防止する等のた

めに行なうものとする。

一 防災に関する組織の整備に関する事項

二 防災に関する訓練に関する事項

三 防災に関する物資及び資材の備蓄、整備及び点検に関する事項

四 防災に関する施設及び設備の整備及び点検に関する事項

五 前各号に掲げるもののほか、災害が発生した場合における災害応急対策の実施の支障とな

るべき状態等の改善に関する事項

２ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公

共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定により災害予防の実施について責任を有する者

は、法令又は防災計画の定めるところにより、災害予防を実施しなければならない。

（防災に関する組織の整備義務）

第四十七条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、

指定公共機関及び指定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者（以下この

章において「災害予防責任者」という。）は、法令又は防災計画の定めるところにより、それ

ぞれ、その所掌事務又は業務について、災害を予測し、予報し、又は災害に関する情報を迅速

に伝達するため必要な組織を整備するとともに、絶えずその改善に努めなければならない。

２ 前項に規定するもののほか、災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、

それぞれ、防災業務計画又は地域防災計画を的確かつ円滑に実施するため、防災に関する組織

を整備するとともに、防災に関する事務又は業務に従事する職員の配置及び服務の基準を定め

なければならない。

（防災訓練義務）

第四十八条 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、それぞれ又は他の災

害予防責任者と共同して、防災訓練を行なわなければならない。

２ 都道府県公安委員会は、前項の防災訓練の効果的な実施を図るため特に必要があると認める

ときは、政令で定めるところにより、当該防災訓練の実施に必要な限度で、区域又は道路の区

間を指定して、歩行者又は車両の道路における通行を禁止し、又は制限することができる。

３ 災害予防責任者の属する機関の職員その他の従業員又は災害予防責任者の使用人その他の従

業者は、防災計画及び災害予防責任者の定めるところにより、第一項の防災訓練に参加しなけ

ればならない。

４ 災害予防責任者は、第一項の防災訓練を行おうとするときは、住民その他関係のある公私の

団体に協力を求めることができる。

（防災に必要な物資及び資材の備蓄等の義務）

第四十九条 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、その所掌事務又は業

務に係る災害応急対策又は災害復旧に必要な物資及び資材を備蓄し、整備し、若しくは点検し、

又はその管理に属する防災に関する施設及び設備を整備し、若しくは点検しなければならない。
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○ 国民保護法

【組織整備、訓練、備蓄義務】

（組織の整備）

第四十一条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長等並びに指定公共

機関及び指定地方公共機関（以下「指定行政機関の長等」という。）は、それぞれその国民の

保護に関する計画又は国民の保護に関する業務計画で定めるところにより、国民の保護のため

の措置を的確かつ迅速に実施するため必要な組織を整備するとともに、国民の保護のための措

置に関する事務又は業務に従事する職員の配置及び服務の基準を定めなければならない。

（訓練）

第四十二条 指定行政機関の長等は、それぞれその国民の保護に関する計画又は国民の保護に関

する業務計画で定めるところにより、それぞれ又は他の指定行政機関の長等と共同して、国民

の保護のための措置についての訓練を行うよう努めなければならない。この場合においては、

災害対策基本法第四十八条第一項 の防災訓練との有機的な連携が図られるよう配慮するもの

とする。

２ 都道府県公安委員会は、前項の訓練の効果的な実施を図るため特に必要があると認めるとき

は、政令で定めるところにより、当該訓練の実施に必要な限度で、区域又は道路の区間を指定

して、歩行者又は車両の道路における通行を禁止し、又は制限することができる。

３ 地方公共団体の長は、住民の避難に関する訓練を行うときは、当該地方公共団体の住民に対

し、当該訓練への参加について協力を要請することができる。

（国民の保護のための措置に必要な物資及び資材の備蓄等）

第百四十五条 指定行政機関の長等は、第百四十二条に規定するもののほか、それぞれその国民

の保護に関する計画又は国民の保護に関する業務計画で定めるところにより、その所掌事務又

は業務に係る国民の保護のための措置の実施に必要な物資及び資材を備蓄し、整備し、若しく

は点検し、又は当該国民の保護のための措置の実施に必要なその管理に属する施設及び設備を

整備し、若しくは点検しなければならない。
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緊急時の対応

○ 災害対策基本法

【応急措置実施責任（応援要請可）】

（災害応急対策及びその実施責任）

第五十条 災害応急対策は、次の各号に掲げる事項について、災害が発生し、又は発生するおそ

れがある場合に災害の発生を防禦し、又は応急的救助を行なう等災害の拡大を防止するために

行なうものとする。

一 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告又は指示に関する事項

二 消防、水防その他の応急措置に関する事項

三 被災者の救難、救助その他保護に関する事項

四 災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関する事項

五 施設及び設備の応急の復旧に関する事項

六 清掃、防疫その他の保健衛生に関する事項

七 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関する事項

八 緊急輸送の確保に関する事項

九 前各号に掲げるもののほか、災害の発生の防禦又は拡大の防止のための措置に関する事項

２ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公

共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定により災害応急対策の実施の責任を有する者

は、法令又は防災計画の定めるところにより、災害応急対策を実施しなければならない。

（指定公共機関等の応急措置）

第八十条 指定公共機関及び指定地方公共機関は、災害が発生し、又はまさに発生しようとして

いるときは、法令又は防災計画の定めるところにより、その所掌業務に係る応急措置をすみや

かに実施するとともに、指定地方行政機関の長、都道府県知事等及び市町村長等の実施する応

急措置が的確かつ円滑に行なわれるようにするため、必要な措置を講じなければならない。

２ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、その所掌業務に係る応急措置を実施するため特に必

要があると認めるときは、法令又は防災計画の定めるところにより、指定行政機関の長若しく

は指定地方行政機関の長又は都道府県知事若しくは市町村長に対し、労務、施設、設備又は物

資の確保について応援を求めることができる。この場合において、応援を求められた指定行政

機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県知事若しくは市町村長は、正当な理由が

ない限り応援を拒んではならない。

【都道府県知事による応急措置実施要請】

（都道府県の応急措置）

第七十条 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようと

しているときは、法令又は地域防災計画の定めるところにより、その所掌事務に係る応急措置

をすみやかに実施しなければならない。この場合において、都道府県知事は、その区域内の市

町村の実施する応急措置が的確かつ円滑に行なわれることとなるように努めなければならな

い。

２ 都道府県の委員会又は委員は、当該都道府県の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生し

ようとしているときは、法令又は地域防災計画の定めるところにより、都道府県知事の所轄の

下にその所掌事務に係る応急措置を実施しなければならない。

３ 第一項の場合において、応急措置を実施するため、又はその区域内の市町村の実施する応急

措置が的確かつ円滑に行なわれるようにするため必要があると認めるときは、都道府県知事は、

指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は当該都道府県の他の執行機関、指定公共

機関若しくは指定地方公共機関に対し、応急措置の実施を要請し、又は求めることができる。
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【行政機関の長による応急措置実施要請・指示】

（指定行政機関の長等の応急措置）

第七十七条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、災害が発生し、又はまさに発生し

ようとしているときは、法令又は防災計画の定めるところにより、その所掌事務に係る応急措

置をすみやかに実施するとともに、都道府県及び市町村の実施する応急措置が的確かつ円滑に

行なわれるようにするため、必要な施策を講じなければならない。

２ 前項の場合において、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、指定行政機関の

長及び指定地方行政機関の長は、都道府県知事、市町村長又は指定公共機関若しくは指定地方

公共機関に対し、応急措置の実施を要請し、又は指示することができる。

【防災会議からの協力要請】

（関係行政機関等に対する協力要求等）

第十三条 中央防災会議は、その所掌事務に関し、関係行政機関の長及び関係地方行政機関の長、

地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びにその他の関係

者に対し、資料の提出、意見の開陳その他必要な協力を求めることができる。

２ （略）

（関係行政機関等に対する協力要求）

第二十一条 都道府県防災会議及び市町村防災会議（地方防災会議の協議会を含む。以下次条に

おいて「地方防災会議等」という。）は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めると

きは、関係行政機関の長及び関係地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指

定公共機関及び指定地方公共機関並びにその他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の

開陳その他必要な協力を求めることができる。

【非常災害対策本部長による指示】

（非常災害対策本部長の権限）

第二十八条 非常災害対策本部長は、前条の規定により権限を委任された職員の当該非常災害対

策本部の所管区域における権限の行使について調整をすることができる。

２ 非常災害対策本部長は、当該非常災害対策本部の所管区域における災害応急対策を的確かつ

迅速に実施するため特に必要があると認めるときは、その必要な限度において、関係指定地方

行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関並びに指定公共機関及び指定地方公共機関

に対し、必要な指示をすることができる。

３、４ （略）

【被害状況等の総理への報告】

（被害状況等の報告）

第五十三条 １，２（略）

３ 指定公共機関の代表者は、その業務に係る災害が発生したときは、政令で定めるところによ

り、すみやかに、当該災害の状況及びこれに対してとられた措置の概要を内閣総理大臣に報告

しなければならない。

４ （略）

５ 第一項から前項までの規定による報告に係る災害が非常災害であると認められるときは、市

町村、都道府県、指定公共機関の代表者又は指定行政機関の長は、当該非常災害の規模の把握

のため必要な情報の収集に特に意を用いなければならない。

６ （略）
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○ 国民保護法

【放送事業者：警報、避難指示、緊急通報の放送】

（警報の放送）

第五十条 放送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、第四十五条第二項又は第四

十六条の規定による通知を受けたときは、それぞれその国民の保護に関する業務計画で定める

ところにより、速やかに、その内容を放送しなければならない。

（避難の指示等の放送）

第五十七条 第五十条の規定は、放送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関が第五十

四条第七項（第五十五条第三項において準用する場合を含む。）の規定による通知を受けた場

合について準用する。

（緊急通報の放送）

第百一条 第五十条の規定は、放送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関が前条第一

項の規定による通知を受けた場合について準用する。

【運送事業者：都道府県知事、市町村長からの避難住民運送の要請、内閣総理大臣からの是正措置】

（避難住民の運送の求め）

第七十一条 都道府県知事又は市町村長は、避難住民を誘導するため、運送事業者である指定公

共機関又は指定地方公共機関（都道府県知事にあっては当該都道府県知事が指定した指定地方

公共機関、市町村長にあっては当該市町村が属する都道府県の知事が指定した指定地方公共機

関に限る。第七十三条第二項から第四項まで及び第七十九条第一項において同じ。）に対し、

避難住民の運送を求めることができる。

２ 前項の指定公共機関及び指定地方公共機関は、同項の規定による求めがあったときは、正当

な理由がない限り、その求めに応じなければならない。

（避難住民の運送に係る総合調整のための通知）

第七十二条 都道府県知事又は市町村長は、指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由が

ないのに前条第一項の規定による求めに応じないと認めるときは、指定公共機関にあっては対

策本部長に対し、指定地方公共機関にあっては都道府県対策本部長に対し、その旨を通知する

ことができる。

（避難住民の運送に係る内閣総理大臣等の是正措置）

第七十三条 内閣総理大臣は、避難住民の運送に関し対策本部長が行った事態対処法第十四条第

一項 の総合調整に基づく所要の避難住民の運送が関係指定公共機関により行われない場合に

おいて、国民の生命、身体又は財産の保護を図るため特に必要があると認めるときは、対策本

部長の求めに応じ、当該指定公共機関に対し、当該所要の避難住民の運送を行うべきことを指

示することができる。

２ 都道府県知事は、避難住民の運送が関係指定地方公共機関により的確かつ迅速に行われない

場合において、住民の生命、身体又は財産の保護を図るため特に必要があると認めるときは、

当該指定地方公共機関に対し、所要の避難住民の運送を行うべきことを指示することができる。

３ 内閣総理大臣及び都道府県知事は、第四十四条第一項の規定により対策本部長が発令した警

報の内容に照らし指定公共機関及び指定地方公共機関の安全が確保されていると認められる場

合でなければ、前二項の規定による指示を行ってはならない。

４ 内閣総理大臣及び都道府県知事は、指定公共機関及び指定地方公共機関が第一項及び第二項

の規定による指示に基づき避難住民の運送を行うときは、当該指定公共機関及び指定地方公共

機関に対し、その安全の確保のため、武力攻撃の状況その他必要な情報の提供を行わなければ

ならない。
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【運送事業者：行政機関の長等からの緊急物資運送要請】

（緊急物資の運送）

第七十九条 指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県知事若しくは市町村

長は、指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長にあっては運送事業者である指定公共機関

に対し、都道府県知事及び市町村長にあっては運送事業者である指定公共機関又は指定地方公

共機関に対し、避難住民等の救援に必要な物資及び資材その他国民の保護のための措置の実施

に当たって必要な物資及び資材（次項及び第百五十五条第一項において「緊急物資」という。）

の運送を求めることができる。

２ 第七十一条第二項、第七十二条及び第七十三条の規定は、緊急物資の運送について準用する。

【医療機関、電気・ガス・水道・運送・通信・郵便事業者：必要な措置を講じる義務等】

（通信設備の設置に関する協力）

第七十八条 電気通信事業者（電気通信事業法 （昭和五十九年法律第八十六号）第二条第五号

の電気通信事業者をいう。第百三十五条第二項及び第百五十六条において同じ。）である指

定公共機関及び指定地方公共機関は、それぞれその国民の保護に関する業務計画で定めると

ころにより、避難施設における避難住民等のための電話その他の通信設備の臨時の設置につ

いて、都道府県知事が行う救援に対して必要な協力をするよう努めなければならない。

（電気及びガス並びに水の安定的な供給）

第百三十四条 電気事業者（電気事業法 （昭和三十九年法律第百七十号）第二条第一項第十号

の電気事業者をいう。）及びガス事業者（ガス事業法 （昭和二十九年法律第五十一号）第二

条第十一項 のガス事業者をいう。）である指定公共機関及び指定地方公共機関は、武力攻撃

事態等において、それぞれその国民の保護に関する業務計画で定めるところにより、電気及び

ガスを安定的かつ適切に供給するため必要な措置を講じなければならない。

２ 水道事業者（水道法 （昭和三十二年法律第百七十七号）第三条第五項 の水道事業者をい

う。）、水道用水供給事業者（同項 の水道用水供給事業者をいう。）及び工業用水道事業者（工

業用水道事業法 （昭和三十三年法律第八十四号）第二条第五項 の工業用水道事業者をいう。）

である地方公共団体及び指定地方公共機関は、武力攻撃事態等において、それぞれその国民の

保護に関する計画又は国民の保護に関する業務計画で定めるところにより、水を安定的かつ適

切に供給するため必要な措置を講じなければならない。

（運送、通信及び郵便等の確保）

第百三十五条 運送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、武力攻撃事態等におい

て、それぞれその国民の保護に関する業務計画で定めるところにより、旅客及び貨物の運送を

確保するため必要な措置を講じなければならない。

２ 電気通信事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、武力攻撃事態等において、そ

れぞれその国民の保護に関する業務計画で定めるところにより、通信を確保し、及び国民の保

護のための措置の実施に必要な通信を優先的に取り扱うため必要な措置を講じなければならな

い。

３ 郵便事業を営む者及び一般信書便事業者（民間事業者による信書の送達に関する法律 （平

成十四年法律第九十九号）第二条第六項の一 般信書便事業者をいう。）である指定公共機関

及び指定地方公共機関は、武力攻撃事態等において、それぞれその国民の保護に関する業務計

画で定めるところにより、郵便及び信書便を確保するため必要な措置を講じなければならない。

（医療の確保）

第百三十六条 病院その他の医療機関である指定公共機関及び指定地方公共機関は、武力攻撃事

態等において、それぞれその国民の保護に関する業務計画で定めるところにより、医療を確保

するため必要な措置を講じなければならない。
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【河川・道路・港湾・空港管理事業者：適切な管理義務】

（公共的施設の適切な管理）

第百三十七条 河川管理施設（河川法 （昭和三十九年法律第百六十七号）第三条第二項 の河川

管理施設をいう。以下この条において同じ。）、道路（道路法 （昭和二十七年法律第百八十号）

第二条第一項 の道路及び道路運送法 （昭和二十六年法律第百八十三号）第二条第八項 の自

動車道をいう。以下この条において同じ。）、港湾（港湾法 （昭和二十五年法律第二百十八号）

の規定による港湾をいう。以下この条において同じ。）及び空港（空港法 （昭和三十一年法

律第八十号）第四条第一項 各号に掲げる空港及び同法第五条第一項 に規定する地方管理空港

をいう。以下この条において同じ。）の管理者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、

武力攻撃事態等において、それぞれその国民の保護に関する業務計画で定めるところにより、

河川管理施設、道路、港湾及び空港を適切に管理しなければならない。

【都道府県・市町村対策本部長による職員派遣要請】

（都道府県対策本部長及び市町村対策本部長の権限）

第二十九条 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る国民の保護のための措置を的確

かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、当該都道府県及び関係市町村並びに関係

指定公共機関及び指定地方公共機関が実施する当該都道府県の区域に係る国民の保護のための

措置に関する総合調整を行うことができる。

２ 前項の場合において、関係市町村長等又は関係指定公共機関若しくは指定地方公共機関は、

当該関係市町村又は関係指定公共機関若しくは指定地方公共機関が実施する当該都道府県の区

域に係る国民の保護のための措置に関して都道府県対策本部長が行う総合調整に関し、当該都

道府県対策本部長に対して意見を申し出ることができる。

３ 都道府県対策本部長は、国民の保護のための措置の実施に関し、指定行政機関又は指定公共

機関と緊密な連絡を図る必要があると認めるときは、当該連絡を要する事項を所管する指定地

方行政機関の長（当該指定地方行政機関がないときは、当該指定行政機関の長）又は当該指定

公共機関に対し、その指名する職員を派遣するよう求めることができる。

４ 都道府県対策本部長は、特に必要があると認めるときは、対策本部長に対し、指定行政機関

及び指定公共機関が実施する国民の保護のための措置に関する総合調整を行うよう要請するこ

とができる。この場合において、対策本部長は、必要があると認めるときは、所要の総合調整

を行わなければならない。

５ 市町村対策本部長は、当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置を的確かつ迅速に実

施するため必要があると認めるときは、当該市町村が実施する当該市町村の区域に係る国民

の保護のための措置に関する総合調整を行うことができる。

６ 市町村対策本部長は、特に必要があると認めるときは、都道府県対策本部長に対し、都道府

県並びに指定公共機関及び指定地方公共機関が実施する国民の保護のための措置に関する総合

調整を行うよう要請することができる。この場合において、都道府県対策本部長は、必要があ

ると認めるときは、所要の総合調整を行わなければならない。

７ 市町村対策本部長は、特に必要があると認めるときは、都道府県対策本部長に対し、指定行

政機関及び指定公共機関が実施する国民の保護のための措置に関する第四項の規定による要請

を行うよう求めることができる。

８ 都道府県対策本部長又は市町村対策本部長は、第一項又は第五項の規定による総合調整を行

うため必要があると認めるときは、対策本部長又は都道府県対策本部長に対し、それぞれ当該

都道府県又は市町村の区域に係る国民の保護のための措置の実施に関し必要な情報の提供を求

めることができる。

９ 都道府県対策本部長又は市町村対策本部長は、第一項又は第五項の規定による総合調整を行

うため必要があると認めるときは、当該総合調整の関係機関に対し、それぞれ当該都道府県又

は市町村の区域に係る国民の保護のための措置の実施の状況について報告又は資料の提出を求

めることができる。

１０ 都道府県対策本部長又は市町村対策本部長は、都道府県対策本部長にあっては当該都道府

県警察及び当該都道府県の教育委員会に対し、市町村対策本部長にあっては当該市町村の教育

委員会に対し、それぞれ当該都道府県又は市町村の区域に係る国民の保護のための措置を実施
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するため必要な限度において、必要な措置を講ずるよう求めることができる。

１１ 都道府県知事等又は市町村長等は、都道府県対策本部又は市町村対策本部の設置の有無に

かかわらず、この法律で定めるところにより、国民の保護のための措置を実施することができ

る。

【被災情報収集努力義務、報告義務】

（被災情報の収集）

第百二十六条 指定行政機関の長等は、それぞれその国民の保護に関する計画又は国民の保護に

関する業務計画で定めるところにより、武力攻撃災害による被害の状況に関する情報（以下「被

災情報」という。）の収集に努めなければならない。

２ 被災情報を保有する関係機関は、前項の規定による被災情報の収集に協力するよう努めなけ

ればならない。

（被災情報の報告）

第百二十七条 市町村長及び指定地方公共機関は、前条第一項の規定により収集した被災情報を、

速やかに、都道府県知事に報告しなければならない。

２ 都道府県知事は、前条第一項の規定により収集し、又は前項の規定により報告を受けた被災

情報を、速やかに、総務大臣に報告しなければならない。

３ 総務大臣は、前項の規定により報告を受けた被災情報を、速やかに、対策本部長に報告しな

ければならない。

４ 指定地方行政機関の長及び指定公共機関は、前条第一項の規定により収集した被災情報を、

速やかに、当該指定地方行政機関を管轄し、又は当該指定公共機関を所管する指定行政機関の

長に報告しなければならない。

５ 第三項に規定するもののほか、指定行政機関の長は、前条第一項の規定により収集し、又は

前項の規定により報告を受けた被災情報を、速やかに、対策本部長に報告しなければならない。

【研究機関：政府・地方公共団体への指導・助言等】

（武力攻撃災害に関する指導、助言等）

第百三十八条 災害に関する研究を業務として行う指定公共機関は、その国民の保護に関する業

務計画で定めるところにより、国、地方公共団体及び他の指定公共機関に対し、武力攻撃災害

の防除、軽減及び復旧に関する指導、助言その他の援助を行うよう努めなければならない。

【緊急対処保護措置実施責務（国からの支援あり）】

（国、地方公共団体等の責務）

第百七十二条 １，２ （略）

３ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、緊急対処事態においては、この法律で定めるところ

により、その業務について、緊急対処保護措置を実施する責務を有する。

４ 国、地方公共団体並びに指定公共機関及び指定地方公共機関は、緊急対処保護措置を実施す

るに当たっては、相互に連携協力し、その的確かつ迅速な実施に万全を期さなければならない。

（指定公共機関及び指定地方公共機関の実施する緊急対処保護措置）

第百七十九条 指定公共機関及び指定地方公共機関は、緊急対処事態対処方針が定められたとき

は、この法律その他法令の規定に基づき、それぞれその国民の保護に関する業務計画で定める

ところにより、その業務に係る緊急対処保護措置を実施しなければならない。

２ 第二十一条第二項及び第三項の規定は、指定公共機関及び指定地方公共機関が前項の規定に

より緊急対処保護措置を実施する場合について準用する。
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措置編２

３（１）重要な物資の安定供給 物価の安定確保

○ 災害対策基本法、災害救助法

【行政機関の長等による救助に必要な物資の生産・集荷・販売・配給・保管・輸送を業とする者に

対する物資保管命令、収用】

《災害対策基本法》

（指定行政機関の長等の収用等）

第七十八条 災害が発生した場合において、第五十条第一項第四号から第九号までに掲げる事項

について応急措置を実施するため特に必要があると認めるときは、指定行政機関の長及び指定

地方行政機関の長は、防災業務計画の定めるところにより、当該応急措置の実施に必要な物資

の生産、集荷、販売、配給、保管若しくは輸送を業とする者に対し、その取り扱う物資の保管

を命じ、又は当該応急措置の実施に必要な物資を収用することができる。

２ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、前項の規定により物資の保管を命じ、又は

物資を収用するため必要があると認めるときは、その職員に物資を保管させる場所又は物資の

所在する場所に立ち入り検査をさせることができる。

３ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、第一項の規定により物資を保管させた者か

ら、必要な報告を取り、又はその職員に当該物資を保管させてある場所に立ち入り検査をさせ

ることができる。

《災害救助法》

第二十三条の二 指定行政機関の長（災害対策基本法 （昭和三十六年法律第二百二十三号）第

二条第三号 に規定する指定行政機関の長をいい、当該指定行政機関が内閣府設置法 （平成十

一年法律第八十九号）第四十九条第一項 若しくは第二項 若しくは国家行政組織法 （昭和二

十三年法律第百二十号）第三条第二項 の委員会若しくは災害対策基本法第二条第三号 ロに掲

げる機関又は同号 ニに掲げる機関のうち合議制のものである場合にあつては、当該指定行政

機関とする。次条において同じ。）及び指定地方行政機関の長（同法第二条第四号 に規定す

る指定地方行政機関の長をいう。次条において同じ。）は、防災業務計画（同法同条第九号

に規定する防災業務計画をいう。）の定めるところにより、救助を行うため特に必要があると

認めるときは、救助に必要な物資の生産、集荷、販売、配給、保管若しくは輸送を業とする者

に対して、その取り扱う物資の保管を命じ、又は救助に必要な物資を収用することができる。

２ 前項の場合においては、公用令書を交付しなければならない。

３ 第一項の処分を行なう場合においては、その処分により通常生ずべき損失を補償しなければ

ならない。

《災害救助法》

第二十六条 都道府県知事は、救助を行うため、特に必要があると認めるとき、又は第三十一条

の規定に基く厚生労働大臣の指示を実施するため、必要があると認めるときは、病院、診療所、

旅館その他政令で定める施設を管理し、土地、家屋若しくは物資を使用し、物資の生産、集荷、

販売、配給、保管若しくは輸送を業とする者に対して、その取り扱う物資の保管を命じ、又は

物資を収用することができる。

２ 第二十三条の二第二項及び第三項の規定は、前項の場合に、これを準用する。
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【内閣による生活必需物資の配給、譲渡、引渡し制限・禁止。内閣による必要な物の価格・役務・

その他の給付の対価の最高額決定】

《災害対策基本法》

（緊急措置）

第百九条 災害緊急事態に際し国の経済の秩序を維持し、及び公共の福祉を確保するため緊急の

必要がある場合において、国会が閉会中又は衆議院が解散中であり、かつ、臨時会の召集を決

定し、又は参議院の緊急集会を求めてその措置をまついとまがないときは、内閣は、次の各号

に掲げる事項について必要な措置をとるため、政令を制定することができる。

一 その供給が特に不足している生活必需物資の配給又は譲渡若しくは引渡しの制限若しくは

禁止

二 災害応急対策若しくは災害復旧又は国民生活の安定のため必要な物の価格又は役務その他

の給付の対価の最高額の決定

三 金銭債務の支払（賃金、災害補償の給付金その他の労働関係に基づく金銭債務の支払及び

その支払のためにする銀行その他の金融機関の預金等の支払を除く。）の延期及び権利の保

存期間の延長

２ 前項の規定により制定される政令には、その政令の規定に違反した者に対して二年以下の懲

役若しくは禁錮、十万円以下の罰金、拘留、科料若しくは没収の刑を科し、又はこれを併科す

る旨の規定、法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又

は人の業務に関してその政令の違反行為をした場合に、その行為者を罰するほか、その法人又

は人に対して各本条の罰金、科料又は没収の刑を科する旨の規定及び没収すべき物件の全部又

は一部を没収することができない場合にその価額を追徴する旨の規定を設けることができる。

３ 内閣は、第一項の規定により政令を制定した場合において、その必要がなくなつたときは、

直ちに、これを廃止しなければならない。

４ 内閣は、第一項の規定により政令を制定したときは、直ちに、国会の臨時会の召集を決定し、

又は参議院の緊急集会を求め、かつ、そのとつた措置をなお継続すべき場合には、その政令に

代わる法律が制定される措置をとり、その他の場合には、その政令を制定したことについて承

認を求めなければならない。

５ 第一項の規定により制定された政令は、既に廃止され、又はその有効期間が終了したものを

除き、前項の国会の臨時会又は参議院の緊急集会においてその政令に代わる法律が制定された

ときは、その法律の施行と同時に、その臨時会又は緊急集会においてその法律が制定されない

こととなつたときは、制定されないこととなつた時に、その効力を失う。

６ 前項の場合を除くほか、第一項の規定により制定された政令は、既に廃止され、又はその有

効期間が終了したものを除き、第四項の国会の臨時会が開かれた日から起算して二十日を経過

した時若しくはその臨時会の会期が終了した時のいずれか早い時に、又は同項の参議院の緊急

集会が開かれた日から起算して十日を経過した時若しくはその緊急集会が終了した時のいずれ

か早い時にその効力を失う。

７ 内閣は、前二項の規定により政令がその効力を失つたときは、直ちに、その旨を告示しなけ

ればならない。

８ 第一項の規定により制定された政令に罰則が設けられたときは、その政令が効力を有する間

に行なわれた行為に対する罰則の適用については、その政令が廃止され、若しくはその有効期

間が終了し、又は第五項若しくは第六項の規定によりその効力を失つた後においても、なお従

前の例による。
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○ 国民保護法

【都道府県知事による特定物資（医薬品、食品等）の売渡要請・収用・保管命令】

（物資の売渡しの要請等）

第八十一条 都道府県知事は、救援を行うため必要があると認めるときは、救援の実施に必要な

物資（医薬品、食品、寝具その他政令で定める物資に限る。次条第一項及び第八十四条第一項

において単に「物資」という。）であって生産、集荷、販売、配給、保管又は輸送を業とする

者が取り扱うもの（以下「特定物資」という。）について、その所有者に対し、当該特定物資

の売渡しを要請することができる。

２ 前項の場合において、特定物資の所有者が正当な理由がないのに同項の規定による要請に応

じないときは、都道府県知事は、救援を行うため特に必要があると認めるときに限り、当該特

定物資を収用することができる。

３ 都道府県知事は、救援を行うに当たり、特定物資を確保するため緊急の必要があると認める

ときは、当該特定物資の生産、集荷、販売、配給、保管又は輸送を業とする者に対し、その取

り扱う特定物資の保管を命ずることができる。

４ 指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長は、都道府県知事の行う救援を支援するため緊

急の必要があると認めるとき、又は都道府県知事から要請があったときは、自ら前三項の規定

による措置を行うことができる。

【行政機関の長等による生活３法等に基づく措置（売渡指示・命令、標準価格決定、課徴金徴収等）

の適切な実施】

（生活関連物資等の価格の安定等）

第百二十九条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長並びに地方公共団体の長は、武力攻

撃事態等において、国民生活との関連性が高い物資若しくは役務又は国民経済上重要な物資若

しくは役務の価格の高騰又は供給不足が生じ、又は生ずるおそれがあるときは、それぞれその

国民の保護に関する計画で定めるところにより、生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対す

る緊急措置に関する法律 （昭和四十八年法律第四十八号）、国民生活安定緊急措置法 （昭和

四十八年法律第百二十一号）、物価統制令 （昭和二十一年勅令第百十八号）その他法令の規

定に基づく措置その他適切な措置を講じなければならない。

【日本銀行による銀行券発行、通貨・金融調整、信用秩序の維持に資する措置】

（通貨及び金融の安定）

第百三十三条 日本銀行は、武力攻撃事態等において、その国民の保護に関する業務計画で定め

るところにより、銀行券の発行並びに通貨及び金融の調節を行うとともに、銀行その他の金融

機関の間で行われる資金決済の円滑の確保を通じ、信用秩序の維持に資するため必要な措置を

講じなければならない。
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３（１）重要なサービス継続確保

○ 災害対策基本法、災害救助法

【都道府県知事による医療・土木建設工事・輸送関係者への従事命令等】

《災害対策基本法》

（避難住民の運送の求め）

第七十一条 都道府県知事又は市町村長は、避難住民を誘導するため、運送事業者である指定公

共機関又は指定地方公共機関（都道府県知事にあっては当該都道府県知事が指定した指定地方

公共機関、市町村長にあっては当該市町村が属する都道府県の知事が指定した指定地方公共機

関に限る。第七十三条第二項から第四項まで及び第七十九条第一項において同じ。）に対し、

避難住民の運送を求めることができる。

２ 前項の指定公共機関及び指定地方公共機関は、同項の規定による求めがあったときは、正当

な理由がない限り、その求めに応じなければならない。

《災害救助法》

第二十四条 都道府県知事は、救助を行うため、特に必要があると認めるときは、医療、土木建

築工事又は輸送関係者を、第三十一条の規定に基く厚生労働大臣の指示を実施するため、必要

があると認めるときは、医療又は土木建築工事関係者を、救助に関する業務に従事させること

ができる。

２ 地方運輸局長（運輸監理部長を含む。）は、都道府県知事が第三十一条の規定に基づく厚生

労働大臣の指示を実施するため、必要があると認めて要求したときは、輸送関係者を救助に関

する業務に従事させることができる。

３ 第一項及び第二項に規定する医療、土木建築工事及び輸送関係者の範囲は、政令でこれを定

める。

４ 第二十三条の二第二項の規定は、第一項及び第二項の場合に、これを準用する。

５ 第一項又は第二項の規定により救助に従事させる場合においては、その実費を弁償しなけれ

ばならない。

【通信設備の優先使用権】

《災害対策基本法》

（通信設備の優先使用権）

第七十九条 災害が発生した場合において、その応急措置の実施に必要な通信のため緊急かつ特

別の必要があるときは、指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県知事若

しくは市町村長は、他の法律に特別の定めがある場合を除くほか、電気通信事業法第二条第五

号 に規定する電気通信事業者がその事業の用に供する電気通信設備を優先的に利用し、又は

有線電気通信法第三条第四項第四号 に掲げる者が設置する有線電気通信設備若しくは無線設

備を使用することができる。

《災害救助法》

第二十八条 厚生労働大臣、都道府県知事、第三十条第一項の規定により救助の実施に関する都

道府県知事の権限に属する事務の一部を行う市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）又

はこれらの者の命を受けた者は、非常災害が発生し、現に応急的な救助を行う必要がある場合

には、その業務に関し緊急を要する通信のため、電気通信事業法 （昭和五十九年法律第八十

六号）第二条第五号 に規定する電気通信事業者がその事業の用に供する電気通信設備を優先

的に利用し、又は有線電気通信法 （昭和二十八年法律第九十六号）第三条第四項第四号 に掲

げる者が設置する有線電気通信設備若しくは無線設備を使用することができる。
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○ 国民保護法

【放送事業者：警報、避難指示、緊急通報の放送】

（警報の放送）

第五十条 放送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、第四十五条第二項又は第四

十六条の規定による通知を受けたときは、それぞれその国民の保護に関する業務計画で定める

ところにより、速やかに、その内容を放送しなければならない。

（避難の指示等の放送）

第五十七条 第五十条の規定は、放送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関が第五十

四条第七項（第五十五条第三項において準用する場合を含む。）の規定による通知を受けた場

合について準用する。

（緊急通報の放送）

第百一条 第五十条の規定は、放送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関が前条第一

項の規定による通知を受けた場合について準用する。

【運送事業者：都道府県知事、市町村長からの避難住民運送の要請、内閣総理大臣からの是正措置】

（避難住民の運送の求め）

第七十一条 都道府県知事又は市町村長は、避難住民を誘導するため、運送事業者である指定公

共機関又は指定地方公共機関（都道府県知事にあっては当該都道府県知事が指定した指定地方

公共機関、市町村長にあっては当該市町村が属する都道府県の知事が指定した指定地方公共機

関に限る。第七十三条第二項から第四項まで及び第七十九条第一項において同じ。）に対し、

避難住民の運送を求めることができる。

２ 前項の指定公共機関及び指定地方公共機関は、同項の規定による求めがあったときは、正当

な理由がない限り、その求めに応じなければならない。

（避難住民の運送に係る総合調整のための通知）

第七十二条 都道府県知事又は市町村長は、指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由が

ないのに前条第一項の規定による求めに応じないと認めるときは、指定公共機関にあっては対

策本部長に対し、指定地方公共機関にあっては都道府県対策本部長に対し、その旨を通知する

ことができる。

（避難住民の運送に係る内閣総理大臣等の是正措置）

第七十三条 内閣総理大臣は、避難住民の運送に関し対策本部長が行った事態対処法第十四条第

一項 の総合調整に基づく所要の避難住民の運送が関係指定公共機関により行われない場合に

おいて、国民の生命、身体又は財産の保護を図るため特に必要があると認めるときは、対策本

部長の求めに応じ、当該指定公共機関に対し、当該所要の避難住民の運送を行うべきことを指

示することができる。

２ 都道府県知事は、避難住民の運送が関係指定地方公共機関により的確かつ迅速に行われない

場合において、住民の生命、身体又は財産の保護を図るため特に必要があると認めるときは、

当該指定地方公共機関に対し、所要の避難住民の運送を行うべきことを指示することができる。

３ 内閣総理大臣及び都道府県知事は、第四十四条第一項の規定により対策本部長が発令した警

報の内容に照らし指定公共機関及び指定地方公共機関の安全が確保されていると認められる場

合でなければ、前二項の規定による指示を行ってはならない。

４ 内閣総理大臣及び都道府県知事は、指定公共機関及び指定地方公共機関が第一項及び第二項

の規定による指示に基づき避難住民の運送を行うときは、当該指定公共機関及び指定地方公共

機関に対し、その安全の確保のため、武力攻撃の状況その他必要な情報の提供を行わなければ

ならない。
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【運送事業者：行政機関の長等からの緊急物資運送要請】

（緊急物資の運送）

第七十九条 指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県知事若しくは市町村

長は、指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長にあっては運送事業者である指定公共機関

に対し、都道府県知事及び市町村長にあっては運送事業者である指定公共機関又は指定地方公

共機関に対し、避難住民等の救援に必要な物資及び資材その他国民の保護のための措置の実施

に当たって必要な物資及び資材（次項及び第百五十五条第一項において「緊急物資」という。）

の運送を求めることができる。

２ 第七十一条第二項、第七十二条及び第七十三条の規定は、緊急物資の運送について準用する。

【医療機関、電気・ガス・水道・運送・通信・郵便事業者：必要な措置を講じる義務】

（電気及びガス並びに水の安定的な供給）

第百三十四条 電気事業者（電気事業法 （昭和三十九年法律第百七十号）第二条第一項第十号

の電気事業者をいう。）及びガス事業者（ガス事業法 （昭和二十九年法律第五十一号）第二

条第十一項 のガス事業者をいう。）である指定公共機関及び指定地方公共機関は、武力攻撃

事態等において、それぞれその国民の保護に関する業務計画で定めるところにより、電気及び

ガスを安定的かつ適切に供給するため必要な措置を講じなければならない。

２ 水道事業者（水道法 （昭和三十二年法律第百七十七号）第三条第五項 の水道事業者をい

う。）、水道用水供給事業者（同項 の水道用水供給事業者をいう。）及び工業用水道事業者（工

業用水道事業法 （昭和三十三年法律第八十四号）第二条第五項 の工業用水道事業者をいう。）

である地方公共団体及び指定地方公共機関は、武力攻撃事態等において、それぞれその国民の

保護に関する計画又は国民の保護に関する業務計画で定めるところにより、水を安定的かつ適

切に供給するため必要な措置を講じなければならない。

（運送、通信及び郵便等の確保）

第百三十五条 運送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、武力攻撃事態等におい

て、それぞれその国民の保護に関する業務計画で定めるところにより、旅客及び貨物の運送を

確保するため必要な措置を講じなければならない。

２ 電気通信事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、武力攻撃事態等において、そ

れぞれその国民の保護に関する業務計画で定めるところにより、通信を確保し、及び国民の保

護のための措置の実施に必要な通信を優先的に取り扱うため必要な措置を講じなければならな

い。

３ 郵便事業を営む者及び一般信書便事業者（民間事業者による信書の送達に関する法律 （平

成十四年法律第九十九号）第二条第六項の一 般信書便事業者をいう。）である指定公共機関

及び指定地方公共機関は、武力攻撃事態等において、それぞれその国民の保護に関する業務計

画で定めるところにより、郵便及び信書便を確保するため必要な措置を講じなければならない。

（医療の確保）

第百三十六条 病院その他の医療機関である指定公共機関及び指定地方公共機関は、武力攻撃事

態等において、それぞれその国民の保護に関する業務計画で定めるところにより、医療を確保

するため必要な措置を講じなければならない。

【河川・道路・港湾・空港管理事業者：適切な管理義務】

（公共的施設の適切な管理）

第百三十七条 河川管理施設（河川法 （昭和三十九年法律第百六十七号）第三条第二項 の河川

管理施設をいう。以下この条において同じ。）、道路（道路法 （昭和二十七年法律第百八十号）

第二条第一項 の道路及び道路運送法 （昭和二十六年法律第百八十三号）第二条第八項 の自

動車道をいう。以下この条において同じ。）、港湾（港湾法 （昭和二十五年法律第二百十八号）

の規定による港湾をいう。以下この条において同じ。）及び空港（空港法 （昭和三十一年法

律第八十号）第四条第一項 各号に掲げる空港及び同法第五条第一項 に規定する地方管理空港

をいう。以下この条において同じ。）の管理者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、

武力攻撃事態等において、それぞれその国民の保護に関する業務計画で定めるところにより、

河川管理施設、道路、港湾及び空港を適切に管理しなければならない。
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３（１）埋火葬等生活衛生環境確保

○ 災害対策基本法、災害救助法

【行政機関等の清掃・防疫その他の保健衛生等に関する災害応急対策の実施責任】

《災害対策基本法》

（災害応急対策及びその実施責任）

第五十条 災害応急対策は、次の各号に掲げる事項について、災害が発生し、又は発生するおそ

れがある場合に災害の発生を防禦し、又は応急的救助を行なう等災害の拡大を防止するために

行なうものとする。

一 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告又は指示に関する事項

二 消防、水防その他の応急措置に関する事項

三 被災者の救難、救助その他保護に関する事項

四 災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関する事項

五 施設及び設備の応急の復旧に関する事項

六 清掃、防疫その他の保健衛生に関する事項

七 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関する事項

八 緊急輸送の確保に関する事項

九 前各号に掲げるもののほか、災害の発生の防禦又は拡大の防止のための措置に関する事項

２ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公

共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定により災害応急対策の実施の責任を有する者

は、法令又は防災計画の定めるところにより、災害応急対策を実施しなければならない。

○ 国民保護法

【埋火葬の特例（近隣市町村における埋火葬実施、市町村長の許可なしの埋火葬実施を認める）】

（埋葬及び火葬の特例）

第百二十二条 厚生労働大臣は、大規模な武力攻撃災害の発生により埋葬又は火葬を円滑に行う

ことが困難となった場合において、公衆衛生上の危害の発生を防止するため緊急の必要がある

と認めるときは、政令で定めるところにより、厚生労働大臣の定める期間に限り、墓地、埋葬

等に関する法律 （昭和二十三年法律第四十八号）第五条 及び第十四条 に規定する手続の特

例を定めることができる。

３（２）金融支援

○ 災害対策基本法、災害救助法

【政府関係金融機関等による特別な金融実施の努力義務】

《災害対策基本法》

（災害融資）

第百四条 政府関係金融機関その他これに準ずる政令で定める金融機関は、政令で定める災害が

発生したときは、災害に関する特別な金融を行ない、償還期限又はすえ置き期間の延長、旧債

の借換え、必要がある場合における利率の低減等実情に応じ適切な措置をとるように努めるも

のとする。

○ 国民保護法

【政府関係金融機関による特別な金融実施の努力義務】

（武力攻撃災害に関する融資）

第百三十二条 政府関係金融機関は、大規模な武力攻撃災害が発生したときは、当該大規模な武

力攻撃災害に関する特別な金融を行い、償還期限又は据置期間の延長、旧債の借換え、必要が

ある場合における利率の低減その他実情に応じ適切な措置を講ずるよう努めるものとする。
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３（３）債務履行期限の延長

○ 災害対策基本法、災害救助法

【内閣による金銭債務の支払の延長、権利保存期間延長】

《災害対策基本法》

（緊急措置）

第百九条 災害緊急事態に際し国の経済の秩序を維持し、及び公共の福祉を確保するため緊急の

必要がある場合において、国会が閉会中又は衆議院が解散中であり、かつ、臨時会の召集を決

定し、又は参議院の緊急集会を求めてその措置をまついとまがないときは、内閣は、次の各号

に掲げる事項について必要な措置をとるため、政令を制定することができる。

一 その供給が特に不足している生活必需物資の配給又は譲渡若しくは引渡しの制限若しくは

禁止

二 災害応急対策若しくは災害復旧又は国民生活の安定のため必要な物の価格又は役務その他

の給付の対価の最高額の決定

三 金銭債務の支払（賃金、災害補償の給付金その他の労働関係に基づく金銭債務の支払及び

その支払のためにする銀行その他の金融機関の預金等の支払を除く。）の延期及び権利の保

存期間の延長

２ 前項の規定により制定される政令には、その政令の規定に違反した者に対して二年以下の懲

役若しくは禁錮、十万円以下の罰金、拘留、科料若しくは没収の刑を科し、又はこれを併科す

る旨の規定、法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又

は人の業務に関してその政令の違反行為をした場合に、その行為者を罰するほか、その法人又

は人に対して各本条の罰金、科料又は没収の刑を科する旨の規定及び没収すべき物件の全部又

は一部を没収することができない場合にその価額を追徴する旨の規定を設けることができる。

３ 内閣は、第一項の規定により政令を制定した場合において、その必要がなくなつたときは、

直ちに、これを廃止しなければならない。

４ 内閣は、第一項の規定により政令を制定したときは、直ちに、国会の臨時会の召集を決定し、

又は参議院の緊急集会を求め、かつ、そのとつた措置をなお継続すべき場合には、その政令に

代わる法律が制定される措置をとり、その他の場合には、その政令を制定したことについて承

認を求めなければならない。

５ 第一項の規定により制定された政令は、既に廃止され、又はその有効期間が終了したものを

除き、前項の国会の臨時会又は参議院の緊急集会においてその政令に代わる法律が制定された

ときは、その法律の施行と同時に、その臨時会又は緊急集会においてその法律が制定されない

こととなつたときは、制定されないこととなつた時に、その効力を失う。

６ 前項の場合を除くほか、第一項の規定により制定された政令は、既に廃止され、又はその有

効期間が終了したものを除き、第四項の国会の臨時会が開かれた日から起算して二十日を経過

した時若しくはその臨時会の会期が終了した時のいずれか早い時に、又は同項の参議院の緊急

集会が開かれた日から起算して十日を経過した時若しくはその緊急集会が終了した時のいずれ

か早い時にその効力を失う。

７ 内閣は、前二項の規定により政令がその効力を失つたときは、直ちに、その旨を告示しなけ

ればならない。

８ 第一項の規定により制定された政令に罰則が設けられたときは、その政令が効力を有する間

に行なわれた行為に対する罰則の適用については、その政令が廃止され、若しくはその有効期

間が終了し、又は第五項若しくは第六項の規定によりその効力を失つた後においても、なお従

前の例による。
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○ 国民保護法

【内閣による金銭債務の支払猶予等】

（金銭債務の支払猶予等）

第百三十条 内閣は、著しく大規模な武力攻撃災害が発生し、国の経済の秩序を維持し及び公共

の福祉を確保するため緊急の必要がある場合において、国会が閉会中又は衆議院が解散中であ

り、かつ、臨時会の召集を決定し、又は参議院の緊急集会を求めてその措置を待ついとまがな

いときは、金銭債務の支払（賃金その他の労働関係に基づく金銭債務の支払及びその支払のた

めにする銀行その他の金融機関の預金等の支払を除く。）の延期及び権利の保存期間の延長に

ついて必要な措置を講ずるため、政令を制定することができる。

２ 災害対策基本法第百九条第三項 から第七項 までの規定は、前項の場合について準用する。

３（３）行政上の申請期限延長

【行政上の権利利益満了日延長、期限内不履行義務の免責】

《特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置法》

（趣旨）

第一条 この法律は、特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るため、特定非常災害が発

生した場合における行政上の権利利益に係る満了日の延長、履行されなかった義務に係る免責、

法人の破産手続開始の決定の特例、民事調停法 （昭和二十六年法律第二百二十二号）による

調停の申立ての手数料の特例並びに建築基準法 （昭和二十五年法律第二百一号）及び景観法

（平成十六年法律第百十号）による応急仮設住宅の存続期間の特例について定めるものとする。

（以下略）
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４（１）停留施設の確保

○ 災害対策基本法、災害救助法

【都道府県知事による施設等の使用】

《災害対策基本法》

（都道府県知事の従事命令等）

第七十一条 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、第五十

条第一項第四号から第九号までに掲げる事項について応急措置を実施するため特に必要がある

と認めるときは、災害救助法 （昭和二十二年法律第百十八号）第二十四条 から第二十七条

までの規定の例により、従事命令、協力命令若しくは保管命令を発し、施設、土地、家屋若し

くは物資を管理し、使用し、若しくは収用し、又はその職員に施設、土地、家屋若しくは物資

の所在する場所若しくは物資を保管させる場所に立ち入り検査をさせ、若しくは物資を保管さ

せた者から必要な報告を取ることができる。

２ 前項の規定による都道府県知事の権限に属する事務は、政令で定めるところにより、その一

部を市町村長が行うこととすることができる。

《災害救助法》

第二十六条 都道府県知事は、救助を行うため、特に必要があると認めるとき、又は第三十一条

の規定に基く厚生労働大臣の指示を実施するため、必要があると認めるときは、病院、診療所、

旅館その他政令で定める施設を管理し、土地、家屋若しくは物資を使用し、物資の生産、集荷、

販売、配給、保管若しくは輸送を業とする者に対して、その取り扱う物資の保管を命じ、又は

物資を収用することができる。

２ 第二十三条の二第二項及び第三項の規定は、前項の場合に、これを準用する。

○ 国民保護法

【都道府県知事による土地等の使用】

（土地等の使用）

第八十二条 都道府県知事は、避難住民等に収容施設を供与し、又は避難住民等に対する医療の

提供を行うことを目的とした臨時の施設を開設するため、土地、家屋又は物資（以下この条及

び第八十四条第一項において「土地等」という。）を使用する必要があると認めるときは、当

該土地等の所有者及び占有者の同意を得て、当該土地等を使用することができる。

２ 前項の場合において土地等の所有者若しくは占有者が正当な理由がないのに同意をしないと

き、又は土地等の所有者若しくは占有者の所在が不明であるため同項の同意を求めることがで

きないときは、都道府県知事は、避難住民等に収容施設を供与し、又は避難住民等に対する医

療の提供を行うことを目的とした臨時の施設を開設するため特に必要があると認めるときに限

り、同項の規定にかかわらず、同意を得ないで、当該土地等を使用することができる。
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４（１）発生国からの入国抑制

【新型インフルエンザ等感染症の所見がある外国人の上陸拒否】

《出入国管理及び難民認定法》

（上陸の拒否）

第五条 次の各号のいずれかに該当する外国人は、本邦に上陸することができない。

一 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 （平成十年法律第百十四号）

に定める一類感染症、二類感染症、新型インフルエンザ等感染症若しくは指定感染症（同法

第七条 の規定に基づき、政令で定めるところにより、同法第十九条 又は第二十条 の規定

を準用するものに限る。）の患者（同法第八条 （同法第七条 において準用する場合を含む。）

の規定により一類感染症、二類感染症、新型インフルエンザ等感染症又は指定感染症の患者

とみなされる者を含む。）又は新感染症の所見がある者

二～十四 （略）

２ （略）

【航空機への国土交通大臣の離着陸の方法等の指示】

《航空法》

（航空交通の指示）

第九十六条 航空機は、航空交通管制区又は航空交通管制圏においては、国土交通大臣が安全か

つ円滑な航空交通の確保を考慮して、離陸若しくは着陸の順序、時機若しくは方法又は飛行の

方法について与える指示に従つて航行しなければならない。

２ 第二条第十三項の国土交通大臣が指定する空港等の業務に従事する者（国土交通省令で定め

る空港等の工事に関する業務に従事する者を含む。）は、その業務に関し、国土交通大臣が当

該空港等における航空交通の安全のために与える指示に従わなければならない。

３ 航空機は、次に掲げる航行を行う場合は、第一項の規定による国土交通大臣の指示を受ける

ため、国土交通省令で定めるところにより国土交通大臣に連絡した上、これらの航行を行わな

ければならない。

一 航空交通管制圏に係る空港等からの離陸及び当該航空交通管制圏におけるこれに引き続く

上昇飛行

二 航空交通管制圏に係る空港等への着陸及び当該航空交通管制圏におけるその着陸のための

降下飛行

三 前二号に掲げる航行以外の航空交通管制圏における航行

四 第一号に掲げる飛行に引き続く上昇飛行又は第二号に掲げる飛行に先行する降下飛行が行

われる航空交通管制区のうち国土交通大臣が告示で指定する空域（以下「進入管制区」とい

う。）における計器飛行方式による飛行

五 前号に掲げる飛行以外の航空交通管制区における計器飛行方式による飛行

六 航空交通管制区内の特別管制空域又は第九十四条の二第一項の国土交通省令で定める高さ

以上の空域における同項ただし書の許可を受けてする計器飛行方式によらない飛行（国土交

通省令で定める飛行を除く。）

４ 航空機は、前項各号に掲げる航行を行つている間は、第一項の規定による指示を聴取しなけ

ればならない。

５ 国土交通大臣は、航空交通管制圏ごとに、前二項の規定による規制が適用される時間を告示

で指定することができる。

６ 前項の規定により指定された時間以外の時間のうち国土交通大臣が告示で指定する時間にお

いて第三項第一号から第三号までに掲げる航行を行う場合については、次条第一項及び第二項

（第一号に係る部分に限る。）の規定を準用する。
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【国土交通大臣による外国籍航空機への指定空港着陸要求】

《航空法》

（外国航空機の航行）

第百二十六条 国際民間航空条約の締約国たる外国（以下単に「締約国」という。）の国籍を有

する航空機（第百二十九条第一項の許可を受けた者（以下「外国人国際航空運送事業者」とい

う。）の当該事業の用に供する航空機、第百三十条の二の許可を受けた者の当該運送の用に供

する航空機及び外国、外国の公共団体又はこれに準ずるものの使用する航空機を除く。）は、

左に掲げる航行を行う場合には、国土交通大臣の許可を受けなければならない。但し、航空路

のみを航行する場合は、この限りでない。

一 本邦外から出発して本邦内に到達する航行

二 本邦内から出発して本邦外に到達する航行

三 本邦外から出発して着陸することなしに本邦を通過し、本邦外に到達する航行

２ 締約国の国籍を有する航空機であつて外国、外国の公共団体又はこれに準ずるものの使用す

るもの及び締約国以外の外国の国籍を有する航空機（外国人国際航空運送事業者の当該事業の

用に供する航空機及び第百三十条の二の許可を受けた者の当該運送の用に供する航空機を除

く。）は、前項各号に掲げる航行を行う場合には、国土交通大臣の許可を受けなければならな

い。

３ 軍、税関又は警察の業務に用いる航空機は、前二項の規定の適用については、国の使用する

航空機とみなす。

４ 外国の国籍を有する航空機は、第一項各号に掲げる航行を行う場合において国土交通大臣の

要求があつたときは、遅滞なく、その指定する空港等に着陸しなければならない。

５ 外国の国籍を有する航空機は、第一項第一号又は第二号に掲げる航行を行う場合には、天候

その他やむを得ない事由のある場合を除くほか、国土交通大臣の指定する空港等において、着

陸し、又は離陸しなければならない。ただし、国土交通大臣の許可を受けた場合は、この限り

でない。
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４（２）催物、興行当不特定多数者が集まる行事・営業の抑制

【都道府県知事による家畜集合施設の開催等の制限】

《家畜伝染病予防法》

（家畜集合施設の開催等の制限）

第三十三条 都道府県知事は、家畜伝染病のまん延を防止するため必要があるときは、規則を定

め、競馬、家畜市場、家畜共進会等家畜を集合させる催物の開催又はと畜場若しくは化製場の

事業を停止し、又は制限することができる。

【都道府県知事による公衆衛生基準による興行場の営業停止命令】

《興行場法》

第六条 都道府県知事は、興行場の構造設備が第二条第二項の規定に基づく条例で定める基準に

適合しなくなつたとき、又は営業者が第三条第一項の規定に違反したときは、第二条第一項の

許可を取り消し、又は期間を定めて営業の停止を命ずることができる。

【都道府県知事による食品が人の健康をそこなうおそれがある場合の営業停止命令】

《食品衛生法》

第五十五条 都道府県知事は、営業者が第六条、第九条、第十条、第十一条第二項若しくは第三

項、第十六条、第十八条第二項、第十九条第二項、第二十条、第二十五条第一項、第二十六条

第四項、第四十八条第一項若しくは第五十条第三項の規定に違反した場合、第七条第一項から

第三項まで、第八条第一項若しくは第十七条第一項の規定による禁止に違反した場合、第五十

二条第二項第一号若しくは第三号に該当するに至つた場合又は同条第三項の規定による条件に

違反した場合においては、同条第一項の許可を取り消し、又は営業の全部若しくは一部を禁止

し、若しくは期間を定めて停止することができる。

２ 厚生労働大臣は、営業者（食品、添加物、器具若しくは容器包装を輸入することを営む人又

は法人に限る。）が第六条、第九条第二項、第十条、第十一条第二項若しくは第三項、第十六

条、第十八条第二項、第二十六条第四項若しくは第五十条第三項の規定に違反した場合又は第

七条第一項から第三項まで、第八条第一項若しくは第十七条第一項の規定による禁止に違反し

た場合においては、営業の全部若しくは一部を禁止し、又は期間を定めて停止することができ

る。

４（２）学校、保育所、通所福祉施設等の休業

【校長による感染症生徒等の出席停止】

《学校保健安全法》

（出席停止）

第十九条 校長は、感染症にかかつており、かかつている疑いがあり、又はかかるおそれのある

児童生徒等があるときは、政令で定めるところにより、出席を停止させることができる。

【学校設置者の感染症予防のための臨時休業】

《学校保健安全法》

（臨時休業）

第二十条 学校の設置者は、感染症の予防上必要があるときは、臨時に、学校の全部又は一部の

休業を行うことができる。
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４（２）地域封じ込めのための集中的対策

○ 災害対策基本法、災害救助法

【避難の指示】

《災害対策基本法》

（市町村長の避難の指示等）

第六十条 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体を災害か

ら保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要があると認めるときは、市町村長は、必

要と認める地域の居住者、滞在者その他の者に対し、避難のための立退きを勧告し、及び急を

要すると認めるときは、これらの者に対し、避難のための立退きを指示することができる。

２ 前項の規定により避難のための立退きを勧告し、又は指示する場合において、必要があると

認めるときは、市町村長は、その立退き先を指示することができる。

３ 市町村長は、第一項の規定により避難のための立退きを勧告し、若しくは指示し、又は立退

き先を指示したときは、すみやかに、その旨を都道府県知事に報告しなければならない。

４ 市町村長は、避難の必要がなくなつたときは、直ちに、その旨を公示しなければならない。

前項の規定は、この場合について準用する。

５ 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の発生

により市町村がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなつたときは、当該市町村の

市町村長が第一項、第二項及び前項前段の規定により実施すべき措置の全部又は一部を当該市

町村長に代わつて実施しなければならない。

６ 都道府県知事は、前項の規定により市町村長の事務の代行を開始し、又は終了したときは、

その旨を公示しなければならない。

７ 第五項の規定による都道府県知事の代行に関し必要な事項は、政令で定める。

【都道府県公安委員会による特定区域の緊急通行車両以外の通行禁止】

《災害対策基本法》

（災害時における交通の規制等）

第七十六条 都道府県公安委員会は、当該都道府県又はこれに隣接し若しくは近接する都道府県

の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、災害応急対策が

的確かつ円滑に行われるようにするため緊急の必要があると認めるときは、政令で定めるとこ

ろにより、道路の区間（災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場所及びこれらの周

辺の地域にあつては、区域又は道路の区間）を指定して、緊急通行車両（道路交通法 （昭和

三十五年法律第百五号）第三十九条第一項 の緊急自動車その他の車両で災害応急対策の的確

かつ円滑な実施のためその通行を確保することが特に必要なものとして政令で定めるものをい

う。次条及び第七十六条の三において同じ。）以外の車両の道路における通行を禁止し、又は

制限することができる。

２ 前項の規定による通行の禁止又は制限（以下この項、次条第一項及び第二項並びに第七十六

条の四において「通行禁止等」という。）が行われたときは、当該通行禁止等を行つた都道府

県公安委員会及び当該都道府県公安委員会と管轄区域が隣接し又は近接する都道府県公安委員

会は、直ちに、それぞれの都道府県の区域内に在る者に対し、通行禁止等に係る区域又は道路

の区間（次条及び第七十六条の三において「通行禁止区域等」という。）その他必要な事項を

周知させる措置をとらなければならない。

《災害対策基本法》

第七十六条の二 道路の区間に係る通行禁止等が行われたときは、当該道路の区間に在る通行禁

止等の対象とされる車両の運転者は、速やかに、当該車両を当該道路の区間以外の場所へ移動

しなければならない。この場合において、当該車両を速やかに当該道路の区間以外の場所へ移

動することが困難なときは、当該車両をできる限り道路の左側端に沿つて駐車する等緊急通行

車両の通行の妨害とならない方法により駐車しなければならない。
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２ 区域に係る通行禁止等が行われたときは、当該区域に在る通行禁止等の対象とされる車両の

運転者は、速やかに、当該車両を道路外の場所へ移動しなければならない。この場合において、

当該車両を速やかに道路外の場所へ移動することが困難なときは、当該車両をできる限り道路

の左側端に沿つて駐車する等緊急通行車両の通行の妨害とならない方法により駐車しなければ

ならない。

３ 前二項の規定による駐車については、道路交通法第三章第九節 及び第七十五条の八 の規定

は、適用しない。

４ 第一項及び第二項の規定にかかわらず、通行禁止区域等に在る車両の運転者は、警察官の

指示を受けたときは、その指示に従つて車両を移動し、又は駐車しなければならない。

５ 第一項、第二項又は前項の規定による車両の移動又は駐車については、前条第一項の規定に

よる車両の通行の禁止及び制限は、適用しない。

《災害対策基本法》

第七十六条の三 警察官は、通行禁止区域等において、車両その他の物件が緊急通行車両の通行

の妨害となることにより災害応急対策の実施に著しい支障が生じるおそれがあると認めるとき

は、当該車両その他の物件の占有者、所有者又は管理者に対し、当該車両その他の物件を付近

の道路外の場所へ移動することその他当該通行禁止区域等における緊急通行車両の円滑な通行

を確保するため必要な措置をとることを命ずることができる。

２ 前項の場合において、同項の規定による措置をとることを命ぜられた者が当該措置をとらな

いとき又はその命令の相手方が現場にいないために当該措置をとることを命ずることができな

いときは、警察官は、自ら当該措置をとることができる。この場合において、警察官は、当該

措置をとるためやむを得ない限度において、当該措置に係る車両その他の物件を破損すること

ができる。

３ 前二項の規定は、警察官がその場にいない場合に限り、災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛

官の職務の執行について準用する。この場合において、第一項中「緊急通行車両の通行」とあ

るのは「自衛隊用緊急通行車両（自衛隊の使用する緊急通行車両で災害応急対策の実施のため

運転中のものをいう。以下この項において同じ。）の通行」と、「緊急通行車両の円滑な通行」

とあるのは「自衛隊用緊急通行車両の円滑な通行」と読み替えるものとする。

４ 第一項及び第二項の規定は、警察官がその場にいない場合に限り、消防吏員の職務の執行に

ついて準用する。この場合において、第一項中「緊急通行車両の通行」とあるのは「消防用緊

急通行車両（消防機関の使用する緊急通行車両で災害応急対策の実施のため運転中のものをい

う。以下この項において同じ。）の通行」と、「緊急通行車両の円滑な通行」とあるのは「消

防用緊急通行車両の円滑な通行」と読み替えるものとする。

５ 第一項（前二項において準用する場合を含む。）の規定による命令に従つて行う措置及び第

二項（前二項において準用する場合を含む。）の規定により行う措置については、第七十六条

第一項の規定による車両の通行の禁止及び制限並びに前条第一項、第二項及び第四項の規定は、

適用しない。

６ 災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官又は消防吏員は、第三項若しくは第四項において準用

する第一項の規定による命令をし、又は第三項若しくは第四項において準用する第二項の規定

による措置をとつたときは、直ちに、その旨を、当該命令をし、又は措置をとつた場所を管轄

する警察署長に通知しなければならない。

《災害対策基本法》

第七十六条の四 国家公安委員会は、災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするため

特に必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、関係都道府県公安委員会に対し、

通行禁止等に関する事項について指示することができる。
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○ 国民保護法

【避難の指示】

（避難の指示）

第五十四条 避難措置の指示を受けたときは、要避難地域を管轄する都道府県知事は、その国民

の保護に関する計画で定めるところにより、要避難地域を管轄する市町村長を経由して、当該

要避難地域の住民に対し、直ちに、避難すべき旨を指示しなければならない。この場合におい

て、当該都道府県知事は、地理的条件、交通事情その他の条件に照らし、当該要避難地域に近

接する地域の住民をも避難させることが必要であると認めるときは、当該地域を管轄する市町

村長を経由して、当該地域の住民に対し、避難すべき旨を指示することができる。

２ 都道府県知事は、前項の規定による指示（以下「避難の指示」という。）をするときは、第

五十二条第二項各号に掲げる事項のほか、主要な避難の経路、避難のための交通手段その他避

難の方法を示さなければならない。

３ 都道府県知事は、避難の指示をする場合において、避難先地域に当該都道府県の区域内の指

定都市（地方自治法第二百五十二条の十九第一項 の指定都市をいう。以下同じ。）の区域が

含まれるときは、あらかじめ、当該指定都市の長の意見を聴くものとする。

４ 第四十七条第二項及び第三項の規定は、市町村長が避難の指示を住民に伝達する場合につい

て準用する。

５ 都道府県知事は、避難の指示をしたときは、直ちに、その内容を避難先地域を管轄する市町

村長（当該都道府県の区域内の市町村の長に限る。）に通知しなければならない。

６ 市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、避難住民を受け入れないことについて

正当な理由がある場合を除き、避難住民を受け入れるものとする。

７ 都道府県知事は、避難の指示をしたときは、その国民の保護に関する計画で定めるところに

より、直ちに、その内容を当該都道府県の区域内の市町村の長（第一項及び第五項の市町村長

を除く。）、当該都道府県の他の執行機関、関係指定公共機関及び指定地方公共機関並びに当

該都道府県の区域内の避難先地域の避難施設（第百四十八条第一項の避難施設をいう。第百五

十条を除き、以下同じ。）の管理者に通知しなければならない。

８ 都道府県知事は、避難の指示をしたときは、速やかに、その内容を対策本部長に報告しなけ

ればならない。

【都道府県公安委員会による特定区域の緊急通行車両以外の通行禁止】

（交通の規制等）

第百五十五条 都道府県公安委員会は、住民の避難、緊急物資の運送その他の国民の保護のため

の措置が的確かつ迅速に実施されるようにするため緊急の必要があると認めるときは、政令で

定めるところにより、区域又は道路の区間を指定して、緊急通行車両（道路交通法 （昭和三

十五年法律第百五号）第三十九条第一項 の緊急自動車その他の車両で国民の保護のための措

置の的確かつ迅速な実施のためその通行を確保することが特に必要なものとして政令で定める

ものをいう。）以外の車両の道路における通行を禁止し、又は制限することができる。

２ 災害対策基本法第七十六条第二項 及び第七十六条の二 から第七十六条の四 までの規定は、

前項の規定による通行の禁止又は制限について準用する。この場合において、同法第七十六条

の二第五項 中「前条第一項」とあり、同法第七十六条の三第五項 中「第七十六条第一項 」

とあるのは「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第百五十五条第一

項」と、同条第一項、第三項及び第四項並びに同法第七十六条の四中「災害応急対策」とある

のは「国民の保護のための措置」と、同法第七十六条の三第三項及び第六項中「災害派遣を命

ぜられた部隊等の自衛官」とあるのは「出動等を命ぜられた自衛隊の部隊等の自衛官」と読み

替えるものとする。

【都道府県知事による交通の制限又は遮断（72時間以内）】

《感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律》

（交通の制限又は遮断）

第三十三条 都道府県知事は、一類感染症のまん延を防止するため緊急の必要があると認める場

合であって、消毒により難いときは、政令で定める基準に従い、七十二時間以内の期間を定め

て、当該感染症の患者がいる場所その他当該感染症の病原体に汚染され、又は汚染された疑い

がある場所の交通を制限し、又は遮断することができる。
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４（４）医師、看護師、薬剤師の協力確保

○ 災害対策基本法、災害救助法

【（再掲）都道府県知事による医療・土木建設工事・輸送関係者への従事命令等】

《災害対策基本法》

（避難住民の運送の求め）

第七十一条 都道府県知事又は市町村長は、避難住民を誘導するため、運送事業者である指定公

共機関又は指定地方公共機関（都道府県知事にあっては当該都道府県知事が指定した指定地方

公共機関、市町村長にあっては当該市町村が属する都道府県の知事が指定した指定地方公共機

関に限る。第七十三条第二項から第四項まで及び第七十九条第一項において同じ。）に対し、

避難住民の運送を求めることができる。

２ 前項の指定公共機関及び指定地方公共機関は、同項の規定による求めがあったときは、正当

な理由がない限り、その求めに応じなければならない。

《災害救助法》

第二十四条 都道府県知事は、救助を行うため、特に必要があると認めるときは、医療、土木建

築工事又は輸送関係者を、第三十一条の規定に基く厚生労働大臣の指示を実施するため、必要

があると認めるときは、医療又は土木建築工事関係者を、救助に関する業務に従事させること

ができる。

２ 地方運輸局長（運輸監理部長を含む。）は、都道府県知事が第三十一条の規定に基づく厚生

労働大臣の指示を実施するため、必要があると認めて要求したときは、輸送関係者を救助に関

する業務に従事させることができる。

３ 第一項及び第二項に規定する医療、土木建築工事及び輸送関係者の範囲は、政令でこれを定

める。

４ 第二十三条の二第二項の規定は、第一項及び第二項の場合に、これを準用する。

５ 第一項又は第二項の規定により救助に従事させる場合においては、その実費を弁償しなけれ

ばならない。

○ 国民保護法

【都道府県知事による医療関係者に対する医療実施要請・指示】

（医療の実施の要請等）

第八十五条 都道府県知事は、大規模な武力攻撃災害が発生した場合において、避難住民等に対

する医療の提供を行うため必要があると認めるときは、医師、看護師その他の政令で定める医

療関係者に対し、その場所及び期間その他の必要な事項を示して、医療を行うよう要請するこ

とができる。

２ 前項の場合において、同項の医療関係者が正当な理由がないのに同項の規定による要請に応

じないときは、都道府県知事は、避難住民等に対する医療を提供するため特に必要があると認

めるときに限り、当該医療関係者に対し、医療を行うべきことを指示することができる。この

場合においては、同項の事項を書面で示さなければならない。

３ 都道府県知事は、前二項の規定により医療関係者に医療を行うよう要請し、又は医療を行う

べきことを指示するときは、当該医療関係者の安全の確保に関し十分に配慮し、危険が及ばな

いよう必要な措置を講じなければならない。

【（再掲）指定（地方）公共機関である医療機関の医療確保義務】

（医療の確保）

第百三十六条 病院その他の医療機関である指定公共機関及び指定地方公共機関は、武力攻撃事

態等において、それぞれその国民の保護に関する業務計画で定めるところにより、医療を確保

するため必要な措置を講じなければならない。
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４（４）被災補償

○ 災害対策基本法、災害救助法

【国、地方公共団体の土地・建物・物資等の収用に対する損失補償。都道府県の従事命令に伴う実

費弁償】

《災害対策基本法》

（損失補償等）

第八十二条 国又は地方公共団体は、第六十四条第一項（同条第八項において準用する場合を含

む。）、同条第七項において同条第一項の場合について準用する第六十三条第二項、第七十一

条、第七十六条の三第二項後段（同条第三項及び第四項において準用する場合を含む。）又は

第七十八条第一項の規定による処分が行われたときは、それぞれ、当該処分により通常生ずべ

き損失を補償しなければならない。

２ 都道府県は、第七十一条の規定による従事命令により応急措置の業務に従事した者に対して、

政令で定める基準に従い、その実費を弁償しなければならない。

【地方公共団体による応急措置に従事した者に対する損害補償】

《災害対策基本法》

（応急措置の業務に従事した者に対する損害補償）

第八十四条 市町村長又は警察官、海上保安官若しくは災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官が、

第六十五条第一項（同条第三項において準用する場合を含む。）の規定又は同条第二項におい

て準用する第六十三条第二項の規定により、当該市町村の区域内の住民又は応急措置を実施す

べき現場にある者を応急措置の業務に従事させた場合において、当該業務に従事した者がその

ため死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となつたときは、当該市町村は、

政令で定める基準に従い、条例で定めるところにより、その者又はその者の遺族若しくは被扶

養者がこれらの原因によつて受ける損害を補償しなければならない。

２ 都道府県は、第七十一条の規定による従事命令により応急措置の業務に従事した者がそのた

め死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となつたときは、政令で定める基

準に従い、条例で定めるところにより、その者又はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの

原因によつて受ける損害を補償しなければならない。

【都道府県知事の従事命令に伴う実費弁償】

《災害救助法》

第二十四条 都道府県知事は、救助を行うため、特に必要があると認めるときは、医療、土木建

築工事又は輸送関係者を、第三十一条の規定に基く厚生労働大臣の指示を実施するため、必要

があると認めるときは、医療又は土木建築工事関係者を、救助に関する業務に従事させること

ができる。

２ 地方運輸局長（運輸監理部長を含む。）は、都道府県知事が第三十一条の規定に基づく厚生

労働大臣の指示を実施するため、必要があると認めて要求したときは、輸送関係者を救助に関

する業務に従事させることができる。

３ 第一項及び第二項に規定する医療、土木建築工事及び輸送関係者の範囲は、政令でこれを定

める。

４ 第二十三条の二第二項の規定は、第一項及び第二項の場合に、これを準用する。

５ 第一項又は第二項の規定により救助に従事させる場合においては、その実費を弁償しなけれ

ばならない。

【救助に従事した者に対する扶助金支給】

《災害救助法》

第二十九条 第二十四条又は第二十五条の規定により、救助に関する業務に従事し、又は協力す

る者が、これがため負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合においては、政令の定めるとこ

ろにより扶助金を支給する。
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○ 国民保護法

【国、地方公共団体による物資の売渡要請・保管命令、土地の使用等に対する損失補償。都道府県

の従事命令に伴う実費弁償】

（損失補償等）

第百五十九条 国及び地方公共団体は、第八十一条第二項、第三項若しくは第四項（同条第一項

に係る部分を除く。）、第八十二条、第百十三条第一項若しくは第三項（同条第一項に係る部

分に限る。）、同条第五項（同条第一項に係る部分に限る。）において準用する災害対策基本法

第六十四条第七項 若しくは第八項 、第百二十五条第四項又は第百五十五条第二項において準

用する同法第七十六条の三第二項 後段（同条第三項 又は第四項 において準用する場合を含

む。）の規定による処分が行われたときは、それぞれ、当該処分により通常生ずべき損失を補

償しなければならない。

２ 都道府県は、第八十五条第一項の規定による要請に応じ、又は同条第二項の規定による指示

に従って医療を行う医療関係者に対して、政令で定める基準に従い、その実費を弁償しなけれ

ばならない。

３ 前二項の規定の実施に関し必要な手続は、政令で定める。

【国、地方公共団体による要請に協力した者に対する損害補償。都道府県による要請・指示に従っ

た医療関係者に対する損害補償】

（損害補償）

第百六十条 国及び地方公共団体は、第七十条第一項（同条第三項において準用する場合を含

む。）、第八十条第一項、第百十五条第一項又は第百二十三条第一項の規定による要請を受け

て国民の保護のための措置の実施に必要な援助について協力をした者が、そのため死亡し、負

傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となったときは、政令で定めるところにより、

その者又はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受ける損害を補償しなけれ

ばならない。

２ 都道府県は、第八十五条第一項の規定による要請に応じ、又は同条第二項の規定による指示

に従って医療を行う医療関係者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障

害の状態となったときは、政令で定めるところにより、その者又はその者の遺族若しくは被扶

養者がこれらの原因によって受ける損害を補償しなければならない。

３ 前二項の規定の実施に関し必要な手続は、政令で定める。
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４（４）医療を行うための臨時施設の確保

○ 災害対策基本法、災害救助法

【都道府県知事による病院等施設の管理】

《災害対策基本法》

（都道府県知事の従事命令等）

第七十一条 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、第五十

条第一項第四号から第九号までに掲げる事項について応急措置を実施するため特に必要がある

と認めるときは、災害救助法 （昭和二十二年法律第百十八号）第二十四条 から第二十七条

までの規定の例により、従事命令、協力命令若しくは保管命令を発し、施設、土地、家屋若し

くは物資を管理し、使用し、若しくは収用し、又はその職員に施設、土地、家屋若しくは物資

の所在する場所若しくは物資を保管させる場所に立ち入り検査をさせ、若しくは物資を保管さ

せた者から必要な報告を取ることができる。

２ 前項の規定による都道府県知事の権限に属する事務は、政令で定めるところにより、その一

部を市町村長が行うこととすることができる。

《災害救助法》

第二十六条 都道府県知事は、救助を行うため、特に必要があると認めるとき、又は第三十一条

の規定に基く厚生労働大臣の指示を実施するため、必要があると認めるときは、病院、診療所、

旅館その他政令で定める施設を管理し、土地、家屋若しくは物資を使用し、物資の生産、集荷、

販売、配給、保管若しくは輸送を業とする者に対して、その取り扱う物資の保管を命じ、又は

物資を収用することができる。

２ 第二十三条の二第二項及び第三項の規定は、前項の場合に、これを準用する。

○ 国民保護法

【臨時医療施設・宿泊施設に関する建築基準等の適用除外】

（収容施設等に関する特例）

第八十九条 消防法 （昭和二十三年法律第百八十六号）第十七条 の規定は、避難住民等を収容

し、又は避難住民等に対する医療の提供を行うための施設（第三項において「収容施設等」と

いう。）であって都道府県知事が臨時に開設するもの（次項及び第三項において「臨時の収容

施設等」という。）については、適用しない。

２ 都道府県知事は、前項の規定にかかわらず、消防法 に準拠して、臨時の収容施設等につい

ての消防の用に供する設備、消防用水及び消火活動上必要な施設の設置及び維持に関する基準

を定め、その他当該臨時の収容施設等における災害を防止し、及び公共の安全を確保するため

必要な措置を講じなければならない。

３ 建築基準法 （昭和二十五年法律第二百一号）第八十五条第一項 本文、第三項及び第四項並

びに景観法 （平成十六年法律第百十号）第七十七条第一項 、第三項及び第四項の規定は、都

道府県知事が行う収容施設等の応急の修繕及び臨時の収容施設等の建築について準用する。

【臨時の医療施設に関する病院等開設許可等の適用除外】

（臨時の医療施設に関する特例）

第九十条 医療法 （昭和二十三年法律第二百五号）第四章 の規定は、都道府県知事が臨時に開

設する避難住民等に対する医療の提供を行うための施設については、適用しない。
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４（４）医薬品等の備蓄

○ 災害対策基本法、災害救助法

【行政機関、地方公共団体の長、指定（地方）公共機関による必要な物資・資材の備蓄義務】

《災害対策基本法》

（防災に必要な物資及び資材の備蓄等の義務）

第四十九条 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、その所掌事務又は業

務に係る災害応急対策又は災害復旧に必要な物資及び資材を備蓄し、整備し、若しくは点検し、

又はその管理に属する防災に関する施設及び設備を整備し、若しくは点検しなければならない。

○ 国民保護法

【行政機関、地方公共団体の長による必要な物資・資材の備蓄義務】

（避難及び救援に必要な物資及び資材の備蓄等）

第百四十二条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長並びに地方公共団体の長等は、それ

ぞれその国民の保護に関する計画で定めるところにより、住民の避難及び避難住民等の救援に

必要な物資及び資材を備蓄し、整備し、若しくは点検し、又は住民の避難及び避難住民等の救

援に必要なその管理に属する施設及び設備を整備し、若しくは点検しなければならない。

（国民の保護のための措置に必要な物資及び資材の備蓄等）

第百四十五条 指定行政機関の長等は、第百四十二条に規定するもののほか、それぞれその国民

の保護に関する計画又は国民の保護に関する業務計画で定めるところにより、その所掌事務又

は業務に係る国民の保護のための措置の実施に必要な物資及び資材を備蓄し、整備し、若しく

は点検し、又は当該国民の保護のための措置の実施に必要なその管理に属する施設及び設備を

整備し、若しくは点検しなければならない。



- 33 -

４（４）医薬品承認等の医療関係法の特例（外国の支援受れを含む。）

○ 災害対策基本法、災害救助法

《災害対策基本法》

【海外からの支援の受入れ】

第百九条の二 災害緊急事態に際し法律の規定によつては被災者の救助に係る海外からの支援を

緊急かつ円滑に受け入れることができない場合において、国会が閉会中又は衆議院が解散中で

あり、かつ、臨時会の召集を決定し、又は参議院の緊急集会を求めてその措置を待ついとまが

ないときは、内閣は、当該受入れについて必要な措置をとるため、政令を制定することができ

る。

２ 前条第三項から第七項までの規定は、前項の場合について準用する。

○ 国民保護法

【外国医療関係者による医療の提供の許可】

（外国医療関係者による医療の提供の許可）

第九十一条 厚生労働大臣は、大規模な武力攻撃災害が発生した場合において、次の各号に掲げ

る資格を有する者の確保が著しく困難であり、避難住民等に対して十分な医療を提供すること

ができないと認められ、かつ、外国政府、国際機関等から医療の提供の申出があったときは、

それぞれ当該各号に定める法律の規定にかかわらず、政令で定めるところにより、その従事す

る区域及び業務の内容を指定して、外国において当該各号に掲げる資格に相当する資格を有す

る者（第三項において「外国医療関係者」という。）が、必要な限度で医療を行うことを許可

することができる。

一 医師 医師法 （昭和二十三年法律第二百一号）第十七条

二 歯科医師 歯科医師法 （昭和二十三年法律第二百二号）第十七条

三 薬剤師 薬剤師法 （昭和三十五年法律第百四十六号）第十九条

四 看護師 保健師助産師看護師法 （昭和二十三年法律第二百三号）第三十一条第一項

五 准看護師 保健師助産師看護師法第三十二条

六 救急救命士 保健師助産師看護師法第三十一条第一項 及び第三十二条

２ 厚生労働大臣は、前項の規定による許可をしたときは、速やかに、その旨を当該許可に際し

て指定した区域を管轄する都道府県知事に通知しなければならない。

３ 厚生労働大臣は、第一項の規定による許可を受けた外国医療関係者（以下この条において「許

可外国医療関係者」という。）による医療を行う必要がなくなったと認めるときは、当該許可

を取り消すものとする。

４ 厚生労働大臣は、許可外国医療関係者が、業務に関し犯罪又は不正の行為を行ったとき、そ

の他政令で定める事由に該当するときは、当該許可を取り消すことができる。

５ 許可外国医療関係者については、外国において医師、歯科医師、薬剤師、看護師、准看護師

又は救急救命士に相当する資格を有する者をそれぞれ医師、歯科医師、薬剤師、看護師、准看

護師又は救急救命士とみなして、政令で定める法律の規定を適用する。

６ 医師法第十八条 、歯科医師法第十八条 、薬剤師法第二十条 又は救急救命士法 （平成三年

法律第三十六号）第四十八条 の規定は、許可外国医療関係者のうち、それぞれ外国において

医師、歯科医師、薬剤師又は救急救命士に相当する資格を有する者については、適用しない。

【外国医薬品等の輸入の承認】

（外国医薬品等の輸入の承認）

第九十二条 薬事法 （昭和三十五年法律第百四十五号）第十四条の三 の規定は、避難住民等に

対する医療の提供のために必要な医薬品（同法第二条第一項 の医薬品をいう。以下この項及

び第三項において同じ。）又は医療機器（同条第四項 の医療機器をいう。以下この項及び第

三項において同じ。）の輸入について準用する。この場合において、同法第十四条の三第一項

中「第十四条 の承認の申請者が製造販売をしようとする物が」とあるのは「厚生労働大臣は」

と、「として政令で定めるものである場合には、厚生労働大臣は、同条第二項 」とあるのは

「を輸入しようとする者に対して、第十四条第二項」と、「薬事・食品衛生審議会の意見を聴
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いて、その品目」とあるのは「その品目」と、同項第二号中「政令で定めるもの」とあるのは

「厚生労働大臣が認めるもの」と読み替えるものとする。

２ 厚生労働大臣は、前項において準用する薬事法第十四条の三第一項 の承認を与えた場合に

おいて、当該承認に係る品目の輸入の必要がなくなったと認めるとき、又は保健衛生上の危害

の発生若しくはその拡大を防止するため必要があると認めるときは、当該承認を取り消すこと

ができる。

３ 薬事法第八十条第四項 の規定は、第一項において準用する同法第十四条の三第一項 の規定

により輸入される医薬品又は医療機器について準用する。

【海外からの支援の受入れ】

（海外からの支援の受入れ）

第九十三条 内閣は、著しく大規模な武力攻撃災害が発生し、法律の規定によっては避難住民等

の救援に係る海外からの支援を緊急かつ円滑に受け入れることができない場合において、国会

が閉会中又は衆議院が解散中であり、かつ、臨時会の召集を決定し、又は参議院の緊急集会を

求めてその措置を待ついとまがないときは、当該支援の受入れについて必要な措置を講ずるた

め、政令を制定することができる。

２ 災害対策基本法第百九条第三項 から第七項 までの規定は、前項の場合について準用する。




